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はじめに　「タイランド4.0」をどう評価するか？
「タイランド4.0」は，2016年中旬にプラユット政権が発表した「20年間
長期国家戦略　2017～2036年」の別称である。この戦略は，過去10年間
（2006～2015年）におけるタイ経済の深刻な停滞を「中所得国の罠（the 
middle-income trap）」と捉え，デジタル経済の発展と新世代産業（次世代
ターゲット産業）の育成の２つを柱とし，イノベーション主導型の経済成
長に路線を転換することを目的とする。そして，新路線のもとで，今後20
年間に年平均4.5％の成長率を実現し，もって2036年には高所得国の仲間入
りを果たそうという，野心的な取り組みであった。
「タイランド4.0」は，タイ政府が「中所得国の罠」の存在を明確に認識
し，各省庁だけでなく，民間企業も動員して，今後取り組むべき最重要課
題として一大キャンペーンを展開している国家事業である。それと同時に，
この長期戦略はさまざまの国内外の動きとも連動している点に注目してお
きたい。
第一に，「タイランド4.0」は，新憲法が規定する「国家戦略法」によっ
てその実施が法的に担保されており，総選挙によって政権（任期４年）が
替わっても，今後20年間はタイの国家目標として実効性を有すること。そ
の結果，国家経済社会開発庁（NESDB）が立案・企画する従来の「開発5
カ年計画」のさらに上位に位置し，タックシン首相がかつて主張した「政
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治・政党主導の国家戦略」の実現，つまり「国の改造」の実現を目指して
いること（末廣2009，第５章）1）。
第二に，「タイランド4.0」は，東部経済回廊（EEC）開発構想を中核に
据えているが，EECは1981年から始まった「東部臨海開発計画」の再開発
もしくはリハビリテーションを意味していること。同時に，この開発構想
は，過去の地域開発戦略や産業振興政策との統合も意図しており，2017年
には，投資奨励法改正，特定産業競争力強化法，新工業団地法，特別経済
開発区法の4つが，「東部経済回廊開発法」（2017年）と並行して制定され
ている（ウィーラパット2017, 11）。
第三に，このEEC開発構想は，2016年１月から始まったASEAN経済共同
体（AEC）と連携することで，タイがASEAN地域のハブ（もしくはthe 
Gateway of Asia）になることを目指していること（Ministry of Industry 
2017, 5）。
第四に，中国との関連では，「一帯一路イニシアティブ（One Belt One 
Road Initiative）」との緊密な協力関係を念頭に置いていること。この点は，
2017年９月に，中国の厦門（アモイ）市で開かれたBRICS首脳会議に，特
別枠で招聘されたプラユット首相が習近平国家主席と首脳会合を行い，そ
の席でタイの国家改革（タイランド4.0を指す）に対する中国側の協力と，
中国の一帯一路構想に対するタイ側の協力を，「戦略的合作」として相互に
確認している2）。
したがって，本稿で「タイランド4.0」を取り上げることは，長期国家戦
略の中身を吟味するだけではなく，タイの過去10年間の経済社会政策を総
1） タックシン政権（2001～2006年）とプラユット政権（2014年～現在）の間には，ソムキッ
ト・チャトゥシーピタックが両者の経済担当副首相に就任していることのほか，様々な共通
点がある。政府与党（タイラックタイ党）やクーデタを実施した「国家平和秩序維持団
（NCKPO）」が提示する国家戦略を，経済官僚が主導する「開発５カ年計画」より優先する
方針，都市部の大企業中心の経済と農村部のコミュニティ経済の開発を同時に重視する両面
作戦（デュアルトラック政策），外国企業の招聘を前提とした大規模インフラ事業の推進な
どがそれである。タックシン政権の位置づけと政策の評価については，末廣（2009，第５
章），Suehiro（2014）を参照。
2） 『週刊タイ経済（電子版）』2017年９月５日号。
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括し，今後の方向性やアジア地域におけるタイのポジショニングを見極め
るための重要な作業になると考える。
本稿の構成は次のとおりである。
第１章では，世界銀行やアジア開発銀行における「中所得国の罠」の議
論，フェリペたちの「中所得国の罠」に関する技術的な定義を紹介したあ
と，この問題は要素投入型成長路線，もしくは低コスト優位（the low-cost 
advantage）に依拠した成長路線の限界として捉えるべきであることを主張
する。そのうえで，タイの最近の経済的停滞とこれに対するタイ政府の危
機感を紹介する。
第２章では，「中所得国の罠」の克服として構想された「タイランド4.0」
の内容とその構想の背景について検討する。また，「タイランド4.0」の発
表に先立って研究を進めていた世界銀行チームによる体系的国別処方箋の
タイ版『Getting Back on Track』の「３つの路線」を紹介し，「タイランド
4.0」との比較を試みる。とくに「タイランド4.0」が，世界銀行が提案す
る「３つの路線」のうち，第一の「イノベーション主導型の成長」に政策
的に偏っている点を問題にする。
第３章では，「タイランド4.0」の中核をなすEEC開発構想の立案の背景
とその目的を紹介する。そのうえで，総計１兆6558億バーツ（５兆円）に
も達する15の投資プロジェクトの内容をみていく。さらに，この巨額プロ
ジェクトを進めるために，プラユット政権が推進している制度（官民パー
トナーシップ）の問題，プロジェクト自体をだれが実施するのかという担
い手の問題を指摘する。
第４章では，「タイランド4.0」やEEC開発構想の実現に，タイ大企業（フ
ァミリービジネス）がどこまで対応できるのかを，筆者が収集した企業デ
ータと企業戦略の分析をもとにしながら検証する。そして，日本，中国，
米国との資本と技術の両面で全面的な連携がない限り，大半の投資プロジ
ェクトの先行きが不透明であることを指摘する。同時に，中国政府は「一
帯一路イニシアティブ」へのタイ政府の協力と引き換えに，EEC開発構想
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への支援を約束していることを紹介し，東部タイを舞台に，日本と中国の
間で経済協力をめぐる主導権争いが強まっている点に注目する。
以上の検討を踏まえたうえで，おわりにでは，そもそもタイでは「中所
得国」から「高所得国」へ移行する必要があるのか，第12次開発５カ年計
画が掲げる「幸福で持続可能な社会との共存」を目指すならば，一人当た
りGDPの引き上げではなく，「均衡のとれた社会の実現」こそを目指すべ
きではないかという，筆者の考えを紹介したい。
第１章　「中所得国の罠」とタイ
国際機関の議論とフェリペたちの技術的定義
「中所得国の罠」という分析概念を最初に使った本は，世界銀行のエコノ
ミストであるギルとカラスの共著『東アジア・ルネッサンス』（Gill and 
Kharas 2007）である。彼らは，新興アジア諸国（中所得国）が今後も成長
を続けるためには，３つの転換が必要だと論じた。①多様化した生産・雇
用体制から，規模の経済に依拠した特化型生産・雇用体制への転換，②投
資重視からイノベーション重視への転換，③新技術に適応するスキルを持
った労働者の育成から，新しい製品・工程を作り出す労働者の創出への転
換がそれである。そして，以上の３つの転換が順調に進まない場合には，
当該国の経済成長が鈍化し，新興アジア諸国も，中東やラテンアメリカの
多くの中所得国と同様に，「中所得国の罠」にいずれ陥ると警告を発した
（Ibid., 17-18）。
ギルとカラスの議論のあと，アジア開発銀行（ADB）は，有名な『アジ
ア2050―アジアの世紀の実現』（ADB 2011）を刊行する。この報告書で
は，成長率が現在とほぼ同じ高い水準を維持するという楽観的なシナリオ
（アジアの世紀）と，成長率が鈍化するという悲観的なシナリオ（中所得国
の罠）の２つのシミュレーションを行い，前者の楽観的なシナリオに従っ
71
た場合，アジア地域のGDPは世界のGDP合計の51％に達し，欧州の18％，
北米の15％を大きく引き離すという，強気の予測を発表した。他方，悲観
的なシナリオを適用した場合には，アジア地域のシェアは欧州の26％，北
米の23％を超えるものの，世界の32％に留まるとした（Ibid., 10 and 119）。
そして，翌2012年に，ADBは中国を具体的な事例として『低コストの優
位に頼らない成長―中国はどうすれば中所得国の罠を回避できるか?』
（ADB 2012）を刊行し，「低コストの優位（the low cost advantage）」に依
拠する成長路線を続ける限り，中国の高成長時代もいずれ終わりを告げる
という警告を発した。この報告書にある次の言葉は，中所得国が直面する
「くるみ割り器に挟まれた状況」を端的に示している（Ibid., 3）。
「世界の過去の事例が示すように，多くの国は中所得国の地位に達した
後，その成長が鈍化していった。今日「中所得国の罠」として知られる隘
路に陥ったからだ。彼らは，一方では，賃金の上昇ゆえに低所得国と競争
することができない。他方では，イノベーションと産業構造の高度化にも
とづく高付加価値製品の生産にシフトしていないために，高所得国とも競
争することができない」と。
同様の認識と，「中所得国の罠」のより世界的な視野での検討は，2012
年に世界銀行と中国の研究機関が共同で発表した『中国2030年』（World 
Bank and Development Research Center 2012）にも確認することができる。
2012年を転機として，以後は国際機関や主たる研究機関が次々と，「中
所得国の罠」に関する報告書や論文を発表していった。例えば，国際通貨
基金（IMF）の報告書（Aiyar et al. 2013），米国のレヴィ経済学研究所の
論文（Felipe et al. 2012），米国のNBER ワーキングペーパー（Eichengreen 
et al. 2013），ADBのワーキングペーパー（Felipe et al. 2014）などがそれ
である。また最近では，ADBの『アジア開発の展望2017年』がその第２章
で，「中所得国の罠」の背景とその対応策を特集している（ADB 2017）3）。
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ェイを行っている。
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ところで，「中所得国の罠」に関する議論は，論者によってきわめて多様
であり，また，罠にはまった時期や期間についても，さまざまな計測結果
が存在する。例えば，タイを例にとると，一人当たり名目GDPが，世界銀
行が規定する「上位中所得国（the upper middle-income country）」の下限
を超えたのは2010年であり，中国と同じ年であった（末廣2014, 127-129）。
一方，一人当たりGDPを1990年PPP（購買力平価）の固定価格で調整した
数字で見ると，タイが上位中所得国の仲間入りを果たすのは2004年であ
り，中国の2009年より５年も早い（Felipe et al. 2012）。この計算は2011年
PPPを使っても同じであった（Felipe et al. 2014）。
これとは別に，タイの一人当たり名目GDPは，1997年アジア通貨危機が
勃発する１年前に，じつは瞬間的にではあるが，上位中所得国の水準に達
したことがある。ところが，1997年の通貨危機でタイ・バーツはドルに対
して半分以下に減価し，その結果，タイの地位は一挙に「下位中所得国
（the lower middle-income country）」に格下げになった。しかし，現地通貨
建てでみると，タイの一人当たり国民所得はそれほど低下していない。ひ
とびとの生活感覚から言えば，タイの「上位中所得国」としての存続期間
は，2010年始点でも，2004年始点でもなく，1996年が始点となる。もしこ
の議論を受け入れると，2017年現在，タイはすでに22年間も「上位中所得
国」の地位に留まっていることになり，文字通り「中所得の罠」に陥って
いるとみなすことができる。
以上のように，「中所得国の罠」に陥ったか，そうでないかの判断は，基
準を変えれば容易に変わる問題である。その結果，より厳密に，あるいは
技術的に「中所得国の罠」を定義する作業が進められてきた。その代表が，
次に述べるフェリペたちの研究である（Felipe et al. 2012）。
フェリペたちは，一人当たり国民所得（1990年PPP固定価格）について，
1950年から2010年までの61年間にわたる，世界124カ国のデータセットを
作成した。具体的には，（ⅰ）一人当たり国民所得が2,000ドル未満の国を
「低所得国」（40カ国），（ⅱ）2,000ドル以上で7,250ドル未満の国を「下位
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中所得国」（38カ国），（ⅲ）7,250ドル以上で１万1,750ドル未満の国を「上
位中所得国」（14カ国），（iv）１万1,750ドル以上の国を「高所得国」（32カ
国）と分類した。次に，61年間のうち，それぞれのカテゴリーに何年間滞
在していたのかを計算し，「下位中所得国」に28年以上留まった国と，「上
位中所得国」に14年以上留まった国の双方を，「中所得国の罠に陥った国」
と定義した（図表１を参照）。
この定義に従うと，調査した124カ国のうち52カ国が下位と上位の中所
得国に所属し，さらにこの52カ国のうち，じつに35カ国が「中所得国の罠」
にすでに陥っていることが判明した（下位が30カ国，上位が５カ国）。この
数字はきわめて多いが，地域別の内訳は，ラテンアメリカが13カ国，中東・
北アフリカが11カ国，サハラ以南のアフリカが６カ国，アジアが３カ国，
ヨーロッパが２カ国であった。アジアの３カ国は，「下位中所得国の罠」に
陥っている国がフィリピンとスリランカ，「上位中所得国の罠」に陥ってい
る国がマレーシアであった。
次に，東アジア（北東アジアと東南アジア）に限定して，フェリペたち
図表１　世界銀行とフェリペたちの所得水準別カテゴリー分類：東アジア15カ
国・地域（米ドル，年数）
コード
国・地域
世界銀行
分類2010
一人当たり
GDP2010
フェリペたち
分類2010
1950-2010年（61年間）の期間中の滞在年数
低所得国
下位
中所得国
上位
中所得国
高所得国
1 香港 高所得国 32,434 高所得国 - 26 7 28
2 シンガポール 高所得国 30,830 高所得国 - 28 10 23
3 台湾 高所得国 22,461 高所得国 17 19 7 18
4 日本 高所得国 22,260 高所得国 1 17 9 34
5 韓国 高所得国 20,724 高所得国 19 19 7 16
6 マレーシア 上位中所得国 10,567 上位中所得国 19 27 15 -
7 タイ 上位中所得国 9,143 上位中所得国 26 28 7 -
8 中国 上位中所得国 8,019 上位中所得国 42 17 2 -
9 インドネシア 下位中所得国 4,790 下位中所得国 36 25 - -
10 ミャンマー 低所得国 3,301 下位中所得国 54 7 - -
11 ベトナム 下位中所得国 3,262 下位中所得国 52 9 - -
12 フィリピン 下位中所得国 3,054 下位中所得国 27 34 - -
13 カンボジア 低所得国 2,529 下位中所得国 55 6 - -
14 ラオス 下位中所得国 1,864 下位中所得国 61 - - -
15 モンゴル 下位中所得国 1,015 低所得国 61 - - -
（注）一人当たりGDP2010年は，1990年PPPで調整した数字。国・地域の並び順は，一人当たりGDPの高い順。
（出所）Felipe, Abdon and Kumar （2012,　51-53）より筆者作成。
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の調査結果を整理したものが，先に掲げた図表１である。
2010年現在，「高所得国」に所属するのは日本とアジアNIEsの４カ国・
地域であり，いずれも「上位中所得国」の滞在期間は10年かそれ未満で，
順調に「高所得国」に移行してきたことが分かる。他方，2010年の時点で，
上位中所得国に所属する国は，マレーシア，タイ，中国の３カ国であった。
現在時点
4 4 4 4
（2017年）で見ると，３カ国ともまだ高所得国に移行していない
ので，滞在期間はマレーシアが22年，タイが14年，中国が９年となる。フ
ェリペたちの定義に従えば，マレーシアだけでなく，タイもすでに「中所
得の罠」に陥っていることが判明した。
フェリペたちの研究で重要な指摘は，上位中所得国から高所得国への移
行が，年を追うごとに難しくなっている事実であろう。実際，高所得国の
数は，1970年が10カ国，1980年が21カ国に対して，1990年が23カ国，2000
年が27カ国，2010年が33カ国であった（Felipe et al. 2014, 8）。明らかに移
行のスピードは鈍化しているのである。したがって，上位中所得国にとっ
て現在の問題は，「中所得国の罠」というより，「高所得国への移行の壁」
（the high-income hurdle）と呼んだほうが，実態を表していると言えよう
（ADB 2017, 50）。
「要素投入型成長路線の限界」とタイ
さて，フェリペたちの定義では，2010年の時点で「中所得国の罠」に陥
っている国は，マレーシア，フィリピン，スリランカであった。また，今
後陥る可能性の高い国として指摘されているのがインドネシアである。し
かし，「中所得国の罠」という技術的かつ機械的な定義にあてはまらない国
でも，成長の限界に直面しているアジアの国はいくつかあった。中国，タ
イ，ベトナムがそれである。そこで，マレーシアを加えた４カ国でみると，
共通する特徴が確認できる。「低コストの優位」に基づく成長路線の限界が
それであった。
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そこで改めて「中所得国の罠」の定義について考えてみると，じつはい
ずれの報告者や論文も明確な定義はしていない。ADBの『低コストの優位
に頼らない成長』（2012年）における定義は，前述のとおりであるが，ADB
の代表的な報告書である『アジア2050年』（2011年）は，次のような定義
を行なっている（ADB 2011, 34, Box 1）。
「（中所得国の罠に陥っている国とは）工業品の輸出面では，低所得・低
賃金経済圏ともはや競争できず，ハイスキルのイノベーションの面では，
いまだ先進経済圏に勝てない。…つまり，タイミングよく，低コストの労
働と資本の投入による資源主導型成長から，生産性主導型成長に移行でき
ていない国である」と。
要するに，「中所得国の罠」とは，低賃金の労働力と低コストの資金の追
加的投入にもっぱら依存してきた成長路線が，実質賃金の上昇と投資資金
の効率性の低下によって限界を露呈した状況とみなすことができる。そう
だとすると，マレーシア，中国，タイ，ベトナムはいずれも，以上の点で
共通していた。そこで，こうした成長路線の限界を，ここでは「要素投入
型成長路線の限界」と呼んでおきたい（末廣2014，131）。
このように定義すると，じつは「中所得国の罠」は，そうした言葉は使
わないものの，世界銀行が『東アジアの奇跡』（1993年）を刊行した直後
から，東アジアの経済に内在する成長路線の限界として指摘されていた点
に注意する必要がある。例えば，クルーグマンの論文「東アジアの奇跡の
神話」における，イノベーションや全要素生産性（TFP）の向上のない成
長の限界論（Krugman 1994）や，1997年のアジア通貨危機のあとに，世界
銀行のエコノミストであるユスフとエベンネットが主張した「資源投入型
成長路線の時代は終わった」という議論は（Yusuf and Evennet 2002, 3-4；
末廣2014, 130），いずれも2012年頃からいっせいに登場する，「中所得国の
罠」論の主張と重なっていた。
したがって，タイの場合にも，いつ「中所得国の罠」に陥ったのかとい
う技術的な議論を別にすると，「低コストの優位」に依拠した成長路線の問
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題点や，要素投入型成長路線の限界について，開発計画を策定する人々の
あいだでは，早い時期から認識されていた事実が判明する。この点は次節
で紹介するので，ここでは最近のタイの経済パフォーマンスの悪化とその
要因について検討しておきたい。
図表２は，ADBが公表したアジア諸国・地域の経済成長率の実績と今後
の予測（2014～2018年）を整理したものである。1980年代後半から1990年
代初めまで，タイは２桁台の経済成長率を誇った。その過去の実績が信じ
られないほどの低い数字である。年経済成長率は，７％以上を見込むイン
ド，６％台の中国，ベトナム，フィリピン，５％前後を維持するインドネ
シア，マレーシアと比べて，タイのみが３％台かそれ以下と，際立って低
いレベルにあった。なお，こうした低成長を，赤色シャツ派（親タックシ
ン勢力）と黄色シャツ派（反タックシン勢力）の間の政治的対立や暴動事
件にもっぱら求める議論には無理がある。というのも，2014年５月の軍事
クーデタ以降，政治は安定に向かっているからだ。
そこで，低成長の理由を説明し，同時に低成長を克服するための政策の
指針となるのが，次の3つの指標である。すなわち，①労働生産性の年伸び
率，②先進国とりわけ米国の労働者一人当たりの生産性にどこまでキャッ
チアップしたのかの指標，③イノベーション活動を示す代理指標としての
R&D支出や国際特許件数の国際比較がそれであった。
図表２　新興アジア諸国の経済成長の実績と予測，2014-2018年（％）
国名 ５か年平均 2014 2015 2016 2017 2018
ミャンマー 7.48 8.0 7.3 6.4 7.7 8.0
インド 7.44 7.2 7.9 7.1 7.4 7.6
中国 6.72 7.3 6.9 6.7 6.5 6.2
ベトナム 6.42 6.0 6.7 6.2 6.5 6.7
フィリピン 6.38 6.2 5.9 6.8 6.4 6.6
途上国アジア 5.90 6.3 6.0 5.8 5.7 5.7
インドネシア 5.06 5.0 4.9 5.0 5.1 5.3
マレーシア 4.84 6.0 5.0 4.2 4.4 4.6
タイ 2.82 0.9 2.9 3.2 3.5 3.6
（出所）ADB （2017, 300）より筆者作成。2017年と2018年は予測値。
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最初に，①労働生産性の年伸び率を図表３で確認しておこう。タイは
1990～1995年の時期は年伸び率が8.1％と，中国の10.6％に次いで高い実績
を誇った。しかし，その後2000年代に入ると，2000～2005年が2.9％（中国
は8.7％），2005～2014年が2.8％（中国は9.0％）と，中国との差が明らか
となる4）。
次に，②米国に対するキャッチアップの度合いで言うと，中国は年伸び
率では高い実績を誇ったものの，米国の労働者一人当たりの労働生産性（時
間当たり付加価値額）を100とすると，中国の水準はきわめて低い水準でし
かなかった。具体的には，中国のそれは2000年が7，2014年時点でさえ19
にすぎず，マレーシアの43と50，タイの18と23の数字よりかなり低かった
からである。また，タイの数字は2000年と2014年で5ポイントしか伸びて
いない。タイにおける労働生産性に対する取り組みの低さが示唆されてい
ると言えるだろう（APO 2016, 65）。
最後に，第３の指標である③R&D支出の状況をみると，図表４のとおり
であった。
この表を見る限り，他の指標と同様にタイの現状は深刻である。通常，
ある国がイノベーションや「科学技術立国」に熱心かどうかを判断する指
標は，当該国の名目GDPに対するR&Dの支出が２％を超えているかどうか
図表３　アジア諸国の労働生産性の年伸び率，1990-2014年（％）
国名 1990-1995 1995-2000 2000-2005 2005-2014
中国 10.6 7.2 8.7 9.0
インド 2.3 3.9 3.0 6.0
韓国 5.7 4.6 3.2 2.4
マレーシア 6.6 1.1 3.6 1.8
タイ 8.1 0.4 2.9 2.8
シンガポール 4.2 3.5 3.2 0.9
日本 0.6 1.4 1.3 0.5
EU15 1.9 1.3 0.9 0.4
（出所）APO （2016, 66） より筆者作成。
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4） タイの労働生産性の低さをめぐる議論については，江川（2017a）を参照。
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を目安とする。この基準に照らしてみると，先行するアジアNIEs（韓国，
台湾，香港，シンガポール）は，欧米諸国と比べても，R&D支出の比率が
３％から４％台と，きわめて高いことが判明した。
一方，マレーシアは1.30％，タイはその半分の0.63％である。タイの場
合，2015年６月に，ヨンユット・ユッタウォン副首相が「イノベーション
特区」創設の構想に触れて，「2016年までにR&D支出を名目GDPの1％にま
で引き上げる」と宣言したが，その目標からはるかに遠い水準に留まって
いる5）。そうした中で，中国が着実にR&D支出を伸ばし，「GDP比２％の基
準」をすでにクリアしている点は注目しておきたい。少なくとも，同じ「上
位中所得国」に所属するタイと中国では，その仲間入りの年が違っていた
だけでなく，「高所得国への移行」への取り組みが，大きく違っているので
ある。
5） 『週刊タイ経済（電子版）』2015年６月22日号。
図表４　主要アジア諸国とR&Dの活動，2000年と2015年（％，ドル，件数）
国・経済
R&D支出，対名目GDP（％）一人当たりR&D支出（ドル） 国際特許件数
2000 2015 2000 2015 2000 2015
日本 3.00 3.28 786 1,344 9,569 44,052
韓国 2.18 4.23 401 1,476 1,582 14,564
台湾 1.90 3.06 419 1,434 n.a. n.a.
シンガポール 1.82 2.20 767 1,828 222 907
中国 0.89 2.07 26 298 781 29,817
マレーシア 0.46 1.30 60 344 5 267
タイ 0.24 0.63 18 102 8 133
インドネシア 0.06 0.08 3.1 8.5 9 6
フィリピン n.a. 0.14 n.a. 9.1 0 27
ベトナム n.a. 0.37 n.a. 19.5 1 21
インド 0.74 0.63 15 38 190 1,412
スウェーデン 3.42 3.26 930 1,564 3,090 3,841
米国 2.62 2.79 953 1,563 38,015 56,995
フランス 2.08 2.23 555 945 4,137 8,417
ドイツ 2.39 2.88 640 1,398 12,581 18,002
（注）R&D支出の対GDP比率や一人当たりの数字は，政府と民間の合計。
（出所）（1）GDP比率はグローバルノート（http://globalnote.jp/p-data-g/?dno=1190&post_no= 
10315）. （2）一人当たりR&D支出はUNESCO STAT. （3）国際特許件数はWorld Intellectual 
Property Organization. より筆者作成。
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タイでのさまざまな成長戦略の議論
タイで「中所得国の罠」の問題が本格的に議論されるようになったのは，
プラユット政権になってからである。とくに2015年８月に，タックシン政
権の経済担当副首相であったソムキットを，同じ経済担当副首相に迎え入
れてからであった。もっとも，「要素投入型成長路線」の見直しという点に
注目すれば，もっと早い時期から従来型の成長路線の限界は，タイの経済
テクノクラートの間では認識されていた。例えば，国家経済社会開発庁
（NESDB）が第１次から第10次までの「国家経済社会開発５カ年計画」の
総括を行なった際には，次のように述べている6）。
すなわち，大量生産型産業や要素主導型産業（factor-driven industries）
を「古い時代の経済」と捉え，これに対置させる形で「新しい時代の経済」
（setthakit yuk-mai）の構築を第11次開発５カ年計画（2012～2016年）の中
心に据えた。「新しい時代の経済」の柱となるのは，知識ベースの経済（情
報通信技術とR&Dが主導）と創造性が主導する成長（creativity-driven 
growth）の２つである（Arkhom et al. 2009, 22-23）。もっとも，この講演
資料の中でアーコムたちは，社会発展との共存，「グリーン成長」の重視を
謳っており，５カ年計画の最終目標を「均衡のとれた社会」（sangkhom su 
khwam somdun）の実現に置いていた（Ibid., 31）7）。
それではNESDBが言う「創造的経済」（a creative economy, setthakit 
sangsan）とは何か。そのアイディアは，2009年の講演資料にも描かれてい
るが，詳しい内容は，2011年３月に，第11次開発５カ年計画の決定に先立
って公表された。当時，NESDB長官であったアーコムの説明によると，次
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
6） この重要なパワーポイント資料は，NESDBのアーコム副長官が工業省の第10期高級幹部向
けの講演資料として作成したものである。
7） 「均衡のとれた社会」という概念は，NESDBの長期戦略でも基本概念となっている。その概
念は，1997年アジア通貨危機後にプーミポン国王が主張した「足るを知る経済」の哲学に
ヒントを得ていた。調和・安全・持続可能性をキーワードとする「足るを知る経済」の内容
については，UNDP（2007），末廣（2009, 132-139）を参照。
80
のとおりである（Arkhom 2011, 5）。まず，比較優位が問われた1960年代
から1980年代までは，「要素・資源投入型の成長戦略」が中心であり，か
つ政策としても有効であった。次いで，競争優位の時代になると，方針は
「効率・生産性主導の成長戦略」に変わった。その方針を2010年代以降は，
「イノベーション・創造性主導の成長戦略」に変える必要がある。これが
NESDBの基本的な認識である。
「創造的経済」がユニークな点は，具体的な事例として挙げられたターゲ
ット産業のリストに見ることができる。つまり，①文化遺産と自然資源を
利用した産業（観光，タイ料理，スパなど），②芸能，③メディア（映画，
アニメ），④機能創造型産業（広告，ファッション，都市プラニングなど）
の４つがターゲット産業だったからである（Ibid., 12-13）。ここには自動車
産業のようなコアとなる製造業は登場しない。むしろ，「低コストの優位」
に依拠した製造業から，「タイらしさ」（Thai-ness）を活かしたサービス産
業に，ターゲット産業をシフトさせようとしている点が特徴であった。
2013年１月に発表された投資委員会（BOI）の「新投資戦略2013～2017
年」にも，「タイらしさ」を活かした産業の奨励は盛り込まれていた。この
新投資戦略は，鉄鋼や石油化学などの基幹産業，バイオ技術を使った先端
コア技術産業，バリュウチェーンを活かすことができる自動車とその関連
産業など，計10の分野を奨励の対象としている。この10の産業の中には，
①食品・農産物加工（加工食品，ハーブ，天然ゴム製品など）と，②ホス
ピタリティやウェルネスに依拠したビジネス（観光，映画制作，医療ツー
リズム，退職者向けの住居や介護施設など）の２つが掲げられているが，
どちらも国内資源や「タイらしさ」に基づく産業という位置づけであった。
アーコムの「創造的経済」論と同様，タイの国民性を重視した戦略だった
のである（末廣2014, 148-150）。
ところが，2014年５月に国家平和秩序維持団（NCPO）が軍事クーデタ
を断行し，プラユット政権が登場したあと，ターゲット産業の対象は大き
く変わっていく。プラユット政権は，まず2013年の「新投資戦略」の全面
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的な見直しを命じ，2014年８月には，知識，ハイテクを中心とする７つの
産業をターゲットとする「新投資戦略2015～2021年」を承認した。次い
で，翌2015年11月には，工業省が提出した「次世代ターゲット産業10分
野」のクラスター化を，閣議で承認した8）。
そのほか，クーデタ直後には，ASEAN経済共同体（AEC）の発足を見越
して，６つの県に特別経済区（SEZ）を設置することも，閣議で承認して
いる9）。また，2015年10月には合計20プロジェクト，投資総額１兆8000億
バーツに達する「大規模輸送インフラ投資事業」も，その大枠を承認し
た10）。つまり，経済政策の重点がインフラ整備，新世代産業の育成，国境
付近の経済開発へとシフトした。そして，これらのばらばらの戦略を統合
する形で2016年に登場したのが，「タイランド4.0」だったのである。
第２章　「タイランド4.0」と世界銀行の「３つの進路」
「タイランド4.0」とは何か　
最初に「タイランド4.0」の考え方とその内容を，図表５に沿って説明し
ておきたい。この図表は，「タイランド4.0」について，現在最もまとまっ
た形で読むことのできる工業省『タイ・インダストリー4.0 開発戦略：長
期20年間　2017-2036年』（タイ語）に基づいて，筆者が作成したものであ
る（Ministry of Industry 2016）。
出発点は過去10年間（2006～2015年）の経済パフォーマンスの悪さ，と
りわけ製造業の不振である。左上にあるように，年平均の数字でみると，
工業成長率が3.0％，製造業への投資増加率が2.0％であった。工業製品輸
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
8） 『週刊タイ経済（電子版）』2014年８月25日号。同2015年11月30日号。
9） 『週刊タイ経済（電子版）』2014年８月４日号。この特別経済区の設置については，大泉
（2014）を参照。
10） 『週刊タイ経済（電子版）』2015年10月19日号。
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出は自動車・同関連部品の輸出などに支えられて年5.4％と比較的好調であ
ったが，国民経済レベルでのイノベーション（技術革新）の進展を示す全
要素生産性（TFP）の伸びは，0.7％と低水準に留まった。
こうした経済不振の主たる原因を，「タイランド4.0」を立案したグルー
プは３つの罠に求める。すなわち，①「中所得国の罠」だけではなく，②
「経済不平等の罠」，③「経済発展と環境保存の間の不均衡の罠」がそれで
あった。そして，これらの罠を克服するための戦略的対応は，①がイノベ
ーション主導の成長，②が包摂的成長，③がグリーン成長（環境にやさし
い成長）であった。
こうした戦略的対応をとれば，長期戦略（2017～2036年）の期間に，
GDP成長率は年平均4.5％，投資の増加率は10.0％，輸出の伸び率は8.0％，
全要素生産性の伸びも2.0％を達成する。その結果，20年目の2036年には，
タイは上位中所得国の地位を抜け出して，「高所得国」の仲間入りを果たす
ことができるというのが，「タイランド4.0」のシナリオであった。先に紹
介したアーコムたちの「均衡のとれた社会の実現」ではなくて，「高所得国
の仲間入り」が国家の優先的目標に掲げられている点が重要である。
図表５　「タイランド4.0」とタイの長期経済戦略
実績2006-2015年 ３つの罠 ３つの成長路線 長期目標2017-2036年
工業成長率％ 3.0 Middle Income Trap
Innovation-
driven growth GDP成長率％
4.5
製造業への投資
増加率 2.0 Inequality Trap Inclusive growth 投資の増加率
10.0
工業製品輸出の
伸び率 5.4 Imbalance Trap Green growth 輸出の伸び率
8.0
全要素生産性
（TFP） 0.7
全要素生産性
（TFP）
2.0
枠組みの転換
生産中心の体制 Commodities Innovation デジタル経済
Thailand 3.0 Industries Technology & Creativity Thailand 4.0
電子，自動車産業 Trade in Goods Trade in Services 次世代ターゲット産業
（出所） Ministry of Industry （2016） などより筆者作成。
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次に，以上のようなシナリオを実現するためには，経済システムそのも
のを変える必要があるという考え方に注目しておきたい。立案者の主張に
従うと，経済不振の時代をもたらした経済システムは「タイランド3.0」で
ある。この時代の特徴は，生産中心の体制であり，代表的な産業は電子産
業と自動車産業であった。
こうした古い仕組みを捨てて，生産中心の経済からデジタル経済へ，組
立型産業から次世代産業へと，経済システムを「タイランド4.0」に変える
ことを立案者は提唱する。その際，転換すべきものは主要産業だけでなく，
その背後にある考え方そのものである。具体的には，財中心からイノベー
ション中心へ，産業中心から技術・創造性中心へ，モノの取引中心からサ
ービスの取引中心へと，考え方を転換する必要があるというのが，工業省
「タイ・インダストリー4.0」の主張であった11）。
図表５の下段右端から分かるように，「タイランド4.0」を構成するのは，
デジタル経済と次世代ターゲット産業の２つの柱である。別言すると，こ
の構想の背後には，流通や物流におけるデジタル経済の影響を重視する米
国のコトラー教授たちの「マーケティング4.0」の議論と，産業技術の抜本
的なパラダイムシフトを重視するドイツの「インダストリー4.0」の議論の
２つがあった。両者の特徴は次節で述べることにして，次に次世代ターゲ
ット産業についてみておこう。
プラユット政権が閣議で，次世代ターゲット産業の選定とそのクラスタ
ー化を承認したのは，2015年11月である12）。もともとは投資委員会（BOI）
の事務局長をつとめ，のち工業大臣となったアッチャガー・シーブンルア
ンが中心となってまとめた事案であった。アッチャガーたちは，1990年代
に自動車などの製造過程における上流と下流，部品と組立を有機的に結び
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
11） あとで述べるように，「タイランド4.0」の最初の草案を起草した一人は，ソムキット経済担
当副首相の政策顧問であったスウィット・メーシンシーである。彼の考え方はアジア工科大
学（AIT）の講演資料に示されている（Suvit 2016）。
12） 『週刊タイ経済（電子版）』2015年11月30日号。
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つける「産業リンケージ戦略」で，タイ製造業の裾野を広げた実績をもつ。
そして，アーコムをはじめNESDBのスタッフが，「新しい時代の経済」や
「創造的経済」の奨励を考えていたときに，新技術・新製品を取り込んだ
「新世代産業」（utsahakam yuk-mai）の発展を構想したのが，アッチャガー
たちであった13）。
工業省が「新世代産業」（のち，次世代ターゲット産業）として選んだの
は10の業種であった。この10業種は，（1）すでに存在し，今後競争力を強
化する「第一次S字カーブ」の既存産業と，（2）新しく育成を図る「新S字
カーブ」の未来産業の２つに分類される14）。前者の既存産業は，図表６に
あるように，①次世代自動車，②スマート・エレクトロニクス，③医療・
健康ツーリズム，④農業とバイオテクノロジー，⑤未来食品（food for the 
future）からなり，後者の未来産業は，⑥ロボット産業，⑦物流と航空産
業（メンテナンス），⑧バイオ燃料とバイオケミカル，⑨デジタル産業，⑩
医療ハブとなる産業（medical hub）で構成する15）。
因みに，軍事クーデタが勃発する前のインラック政権時代（2011年８月
～2014年５月）にも，NESDBは「新世代産業」を育成する構想を持ってい
た。当時NESDB長官であったアーコムの講演資料によれば，「新世代産業」
は，強化すべき既存産業６業種と将来開発すべき未来産業５業種の計11業
種からなる。前者の既存産業は，①天然ゴム，②食品加工，③石油化学と
プラスチック製品，④バイオディーゼルとエタノール，⑤自動車と同部品，
13） 筆者の観察では，アッチャガーは，歴代の投資委員会の事務局長，工業省の大臣のなかでは，
最も産業知識を有する人物で，産業奨励政策に対しても明確なビジョンをもった，タイでは
稀有な経済テクノクラートであった。
14） S字型カーブとは，横に時間の流れ，縦軸に付加価値をおいて，短期・中期（第一次S字カ
ーブ：既存産業）と長期（新S字カーブ：未来産業）にわけて，ターゲット産業が発展して
いく様子を描いたものである。モデルの説明は，Ministry of Industry (2016, 8-10)，大泉
（2016, 10-11）を参照。
15） 2017年11月22日に開催された東部経済回廊（EEC）開発政策委員会（プラユット首相が委
員長）の第３回会合で，防衛産業を第11番目のターゲット産業として承認した。『週刊タイ
経済（電子版）』2017年11月23日号。
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⑥電機・電子産業の６つであり，後者の未来産業は，⑦クリーンエネルギ
ー，⑧健康製品（健康にやさしい化粧品やハーブ），⑨バイオケミカルなど
バイオを使った製品，⑩航空産業，⑪創造的産業（ファッション，デザイ
ン，広告，都市計画，宝石，ロボット，一村一品）の５つであった。
このときの構想と比べると，プラユット首相に対して工業省が提示した
「新世代産業」もしくは「次世代ターゲット産業」は，より戦略的で，かつ
未 来 志 向 の 強 い 業 種 に シ フ ト し て い る 点 に 注 目 す る 必 要 が あ ろ う
（Arkhom 2013, 35；大泉2017b, 97-98）16）。
さて，次世代ターゲット産業の特徴は，1997年アジア通貨危機の最中に，
日 本 政 府 の 協 力 の も と 開 始 さ れ た「 産 業 構 造 調 整 事 業 」（Industrial 
Restructuring Program）の対象業種と比べると，より明確になる（末廣
2000）。図表６にあるように，1997年の対象業種11のうち１から７までは，
タイからの輸出の伸びが賃金コストの上昇や発展途上国の追い上げで低下
しつつあった労働集約型産業であった。一方，８から11までは，政府が産
業構造調整事業を進める途中で，それぞれの業界団体からの陳情や強い要
産業構造調整事業のターゲット11業種
1997年11月閣議承認
１．食品，食品加工
２．繊維製品，染色加工
３．衣類
４．運動靴，履き物
５．皮革類，同加工品
６．プラスチック製品
７．宝石類，宝飾品
８．セラミック製品，ガラス製品（追加産業１）
９．医薬品，化学製品（追加産業２）
10．電機電子製品（追加産業３）
11．Auto parts（追加産業４）
次世代ターゲット産業10業種　◎外国人企業誘致
2015年11月閣議承認
（1）既存産業の競争力強化　第一次Ｓ字カーブ
　１　次世代自動車　◎
　２　スマート・エレクトロニクス　◎
　３　医療・健康ツーリズム
　４　農業とバイオテクノロジー
　５　未来食品
（2）未来型産業の育成　新Ｓ字カーブ
　６　ロボット産業　◎
　７　物流と航空産業（メンテナンス）◎
　８　バイオ燃料とバイオケミカル　◎
　９　デジタル産業　◎
　10　医療ハブとなる産業（medical hub）◎
図表６　産業構造調整事業対象の産業と次世代ターゲット産業の比較
（出所）産業構造調整事業のほうは末廣（2000），次世代ターゲット産業は，「閣議で次世代ター
ゲット産業のクラスター化を承認」『週刊タイ経済』（電子版）2015年11月，213-214頁より筆者
作成。
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
16）これは筆者の私見であるが，アーコムたちの「新世代産業」構想は，タイ人が所有経営す
る民間企業の能力を前提に，「背伸びしない」産業発展を考えていたように思う。
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請を受けた結果，政策的支援の対象になった産業である。したがって，1997
年頃のタイの輸出産業をほぼすべてカバーすると同時に，産業構造は変え
ないで既存産業の活性化だけを図るという，後ろ向きの性格を有していた。
これに対して，次世代ターゲット産業には，医療・健康ツーリズムとか
農業とバイオテクノロジーのように，「タイらしさ」を武器に発展を遂げて
きた既存産業も含まれている。しかしながら，コアとなる分野は，ロボッ
ト，航空産業（メンテナンス），医療ハブとなる産業などであった。それだ
け高い生産技術力と製品知識，巨額の投資資金を必要とし，既存のタイ企
業では対応しきれないという問題があった。図表６の中で◎をつけた産業
は，外国企業の協力を不可欠とする産業であった。この点は第４章で改め
て検討することにしたい。
「タイランド4.0」構想の背景
「タイランド4.0」がマスメディアに登場したのは，筆者の知る限り，2016
年５月26日付の『ザ・ネーション紙』に載った記事「タイランド4.0―こ
の構想はタイを失われた10年から救いだすのか？」である（Suthichai 
2016）。同紙の編集主幹であるスティチャイ・ユンの署名入りで掲載され
た記事は，「タイランド4.0」が「中所得国の罠」を克服するための長期国
家戦略であり，タックシン政権時代にソムキット経済担当副首相の政策顧
問だったスウィット・メーシンシー（2017年11月から科学技術大臣に就任）
が中心となって立案した構想であることを明らかにした17）。実際，注11で
述べたように，工業省の「タイ・インダストリー4.0」の内容は，スウィッ
ト自身がアジア工業大学（AIT）で述べた考えとほぼ重なっていた（Suvit 
17）スウィットは1965年生まれ。マヒドン大学薬学部卒業のあと，米国ノースウエスターン大
学ケロッグ経営大学院でMBAと博士号を取得。帰国後は，サイアムシティ銀行の執行役員
（2002-2010年），チュラーロンコーン大学サッシン経営大学院（SASIN）のマーケティング
の教授（2000年以降），タイ役員研修機構（The Thai Institute of Director）の理事などを歴
任。タックシン政権のもとで，2004年から首相府副大臣，2005年から商業省副大臣，ソム
キット副首相の政策顧問などをつとめた。
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2016）。
「タイランド4.0」が，政府によって正式にいつ制定されたのかは，筆者
は残念ながら確認できていない。ただし，少なくとも2016年６月には，ま
ず商業省がユーチューブ上で「タイランド4.0」（タイ語）を公開し，翌７
月にはプラユット首相が同じくユーチューブやテレビで「タイランド4.0」
の構想と枠組みの説明を開始した。そして，同年８月には工業省も「タイ
ランド4.0」のサイトを独自に設けている。そして，これらの動きと並行し
て，2016年４月には閣議で「デジタル経済社会開発計画」を，同年６月に
は「東部経済回廊インフラ開発計画」をそれぞれ承認し，10月には本章の
冒頭で紹介した工業省「タイ・インダストリー4.0開発戦略」を発表した
（年表を参照）。したがって，2016年半ばまでには，「タイランド4.0」の構
想は，政府内で固まっていたと判断できる。
それでは，「タイランド4.0」の構想はどのようにして生まれてきたのか。
容易に想像できるのは，この構想がドイツ政府の「インダストリー4.0
（Industrie 4.0）」を参考にしている点である。実際，年表にも示したよう
に，2016年２月には，東部タイの中心都市であるラヨーン市で，タイ・ド
イツ商業会議所（Thai=German Chamber of Commerce: TGCC）とAsia Biz 
Connect が共催で「インダストリー4.0への道（Senthang Su Kan Phalit Yuk 
4.0）」のセミナーを開催した18）。このセミナーやTGCCの働きかけが，「タ
イランド4.0」誕生のひとつのきっかけになった。
ところが，「タイランド4.0」が想定している４つの段階とは，スウィッ
トやNESDBの説明によると，（1）「タイランド1.0」が農村社会と家内工業
の時代，（2）「タイランド2.0」が工業化の始まりと軽工業中心の時代で，
輸入代替工業化と天然資源と安価な労働力の活用，（3）「タイランド3.0」
がグローバル化と重工業中心の時代で，輸出指向工業化と外資の活用，そ
して（4）「タイランド4.0」が次世代ターゲット産業中心の時代で，持続的
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
18） タイ・ドイツ商業会議所のウェッブサイトより。2017年９月１日アクセス。
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な付加価値の創造となっていた（Suvit 2016, 11；大泉2017b, 93）。
しかし，この時代区分は，ドイツが進めようとしている「インダストリ
ー4.0」の考え方とは随分と異なる点に注意する必要がある。というのも，
「インダストリー4.0」の方は，本来製造業の生産システムを抜本的に変え
てきた動力源やコンピュータ技術の発展に注目した発想だったからであ
る。つまり，第一次産業革命（1.0）では水や蒸気という新しい動力源を使
った機械制工業生産の開始を特徴とし，第二次産業革命（2.0）では，自動
車組立に代表されるように電気を動力源とし大量生産方式の定着を特徴と
し，第三次産業革命（3.0）では，コンピュータ制御により生産工程のフレ
キシブル化と自動化が可能となる新しい生産システムの導入が，その特徴
であった。そして，第四次産業革命（4.0）において中核となるのは，「ス
マート・ファクトリー」（自分で考える工場）と呼ばれる，製造方式そのも
年表　タイの新産業戦略と「タイランド4.0」，「東部経済回廊」
年月 項目，経済政策
2011年３月 アーコムNESDB長官が，第11次開発５カ年計画（2011-2016年）を念頭に「創造的経済」を提唱する。
2013年11月 投資委員会，新投資奨励戦略10分野（2013-2017年）を発表。
2014年７月 ５月にクーデタを実施した国家平和秩序維持団（NCPO）が，６つの県に国境特別経済区（SEZ）の設置を承認。
2015年８月
プラユット首相，プリディヤートン副首相（元中央銀行総裁）に替えて，ソムキッ
ト（タックシン政権の経済担当副首相）を経済担当副首相に招聘。ソムキットが特
別経済チームを結成し、その後の経済政策を立案。
2015年10月 大規模輸送インフラ投資事業を閣議で承認。20件，総額１兆8000億バーツ。
2015年11月 工業省の「次世代ターゲット産業10分野」のクラスター化を閣議で承認。
2016年２月 タイ・ドイツ商業会議所などが「ドイツ・インダストリー4.0」のセミナー開催。
2016年４月「デジタル経済社会開発計画」を閣議で承認。
2016年５月 NESDBが「国家長期経済戦略2017-2036年」を発表。「中所得国の罠」を脱却するための方針と方法を示す。
2016年７月 プラユット首相，ユーチューブなどで「タイランド4.0」の説明を開始。
2016年10月「東部経済回廊（EEC）設置法案」の大筋を閣議で承認。
2016年10月 工業省が「タイ・インダストリー4.0開発戦略，20年（2017-2036年）」を発表。
2017年１月 政府が，チョンブリー県に「デジタルパーク・タイランド」の造成を発表。
2017年３月 EECの優先事業として，①東部高速鉄道，②ウータパオ空港，③デジタルパークの３つを閣議で承認。
2017年７月「タイランド4.0」の法的根拠となる「国家戦略策定法」と「国家改革計画並びに手続き法」を『官報』に公布，施行する。
2017年９月「東部特別開発法令（EEC法）」を閣議で承認。立法議会を通れば，政権の交替に関係なくEEC開発推進の法的根拠となる。
（出所）各種資料や『週刊タイ経済（電子版）』の記事より筆者作成。
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のの抜本的な転換であり，人口頭脳（AI）や「モノのインターネット化
（IoT）」を活用した，新次元の生産システムの誕生こそが最大の特徴であ
った19）。
したがって，「インダストリー4.0」は，「タイランド4.0」が示すような，
政府による経済政策の転換や，後発工業国の工業化パターンによる段階区
分（輸入代替や輸出振興など）とは，まったく無関係の議論なのである。
そうだとすると，タイ政府が「タイランド3.0」で想定している製造業は，
第三次産業革命（3.0）のレベルではなく，第二次産業革命のそれに留まっ
ている可能性もあった。
「タイランド4.0」は，ドイツの「インダストリー4.0」と，米国ノースウ
エスターン大学ケロッグ経営大学院（Kellogg School of Management）の
看板教授で，国際マーケティング論の世界的権威でもあるフィリップ・コ
トラー教授の「マーケティング4.0」のハイブリットと捉えるべきではない
か。これが筆者の理解である。その理由は次の2点にあるが，その前に，世
界的なベストセラーになったコトラー教授たちの「マーケティング3.0」
（コトラーほか邦訳2000）について説明しておこう。
コトラー教授たちによると，「マーケティング1.0」は製品中心の市場戦
略を特徴とする産業革命の時代，「マーケティング2.0」は消費者志向の市
場戦略を特徴とする情報技術の時代，「マーケティング3.0」は価値主導の
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
19） 第三次産業革命のコンピュータを使った「フレキシブルな生産体制」と，第四次産業革命の
「スマート・ファクトリー」の間の決定的な違いは，モノづくりにおいて，設計・開発・生
産・搬送に関連するあらゆるデータが，センシングを通じて蓄積され分析されることで，工
程作業を行うロボット（ワークステーション）が，自律的に動作するような生産システムが
構築されることを指す。ドイツで「インダストリー4.0」に参加しているベッコフオートメ
ーションの社長・川野俊充氏は，ドイツの高級キッチンセットを製造するノビリア社
（Nobilia）を事例に取り上げて，毎日2600セット，年間58万セットの製品のひとつひとつが
「特注仕様」であることを強調した。つまり，情報通信技術を活用した「全製品カスタム仕
様の自動生産」と「製造方法の国際標準化」が，ドイツの「インダストリー4.0」の本質で
あると述べた。そして，ノビリア社の2500人の従業員１人当たり年間売上高は5200万円に
達し，ICT産業のトップであるインテル社の従業員とほぼ同水準である事実を紹介した（川
野2014）。こうした議論は，「タイランド4.0」からは伺い知ることができない。
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市場戦略を特徴とするニューウェーブの時代，という時期区分がなされて
いる（同上書，16-19）。因みに，原典のタイトルは『Marketing 3.0: From 
Products to Customers to the Human Spirits』となっているが，邦訳のサブ
タイトルは「ソーシャル・メディア時代の新法則」であった。
そして，ドイツの「インダストリー4.0」を意識して，2016年に刊行され
た本が，『Marketing 4.0: Moving from Traditional to Digital』である。同書
のサブタイトルが，この本の主張を端的に表している，「マーケティング
4.0」とは，横のつながりを重視する包摂的なビジネス環境のもとで，伝統
的なマーケティングとデジタル経済時代のマーケティングを統合する新し
い戦略を構築することを最大の目的としていた（コトラーほか邦訳2017）。
なお，邦訳書のサブタイトルは「デジタル時代の究極法則」であった。
「タイランド4.0」をドイツと米国の２つの「4.0」のハイブリッドと理解
する第一の理由は，図表５に示した「タイランド4.0」の構想が，デジタル
経済と次世代ターゲット産業の２つを基本的な柱としていたからである。
いうまでもなく，デジタル経済は「マーケティング4.0」の鍵となる概念で
あり，次世代産業の事例は「スマート・ファクトリー」を代表する産業で
あった。
第二の理由は，「タイランド4.0」のマスタープランを策定したのが，ソ
ムキット副首相とその側近であるスウィットだったことである20）。「タイラ
ンド4.0は，いつ，だれが構想したのか？」という筆者の質問に対して，次
章で紹介する東部経済回廊（EEC）政策運営委員会事務局長のカニット・
スープセーンは，2015年８月にプラユット首相が，ソムキットを経済担当
20） 「タイランド4.0」の議論の中には，コトラーたちの「マーケティング4.0」の概念を直接適
用した形跡は，今のところ確認できない。とはいえ，スウィットは，「タイランド3.0」から
「タイランド4.0」への移行を示す事例として，伝統的農業からスマート農業へ，伝統的中小
企業（SMEs）からスマート企業へ，伝統的サービス業から高付加価値のサービス業へのシ
フトを掲げている（Suvit 2016, 15）。こうした点に，ドイツの「インダストリー4.0」（スマ
ート・ファクトリー論）ではなく，市場戦略に重点を置いたビジネススクールの発想をみて
取ることができるだろう。
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副首相として政権に迎え，ソムキットが経済面での国家戦略を立案するた
めに「特別経済チーム」を編成したときからだと答えた（前掲の年表を参
照）。
このときの経済チームのメンバーは，ソムキット副首相を筆頭に，スウ
ィット（2016年12月の内閣改造で首相府大臣に就任），ウッタマ・サワナ
ヨン（同，情報通信大臣から工業大臣へ），アッチャガ ・ーシーブンルアン
グ（同，工業大臣から科学技術大臣，さらに新設のデジタル経済大臣へ），
アピサック・タンティウィーラウォン（財務大臣，ソムキットの高校の後
輩）たちであった。注目すべきは，ソムキットと彼の政策顧問であるスウ
ィットの両者が，ケロッグ経営大学院の卒業生であり，より重要な点は，
博士課程の在学中に師事した指導教官がコトラーそのひとだった事実であ
る。
したがって，「タイランド4.0」は，ソムキットやスウィットたちが師と
仰ぐコトラーの国際マーケティングの段階論的発想と，長らく投資委員会
で産業奨励に従事してきたアッチャガーや，情報通信事業の育成に従事し
てきたウッタマたちテクノクラートによる「インダストリー4.0」に依拠す
る発想，この２つの結合によって生まれてきたと筆者は考える。そのこと
によって，「タイランド4.0」とドイツの「インダストリー4.0」とのずれも
理解できると思うのだが，どうであろうか21）。
「タイランド4.0」と国家戦略法の制定
ここで指摘しておきたいのは，「タイランド4.0」の背後にある「国家戦
略策定法」と「国家改革計画並びに手続き法」の２つである。もともと軍
事クーデタによって登場したプラユット政権は，総選挙によって選ばれた
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
21）長くサイアム商業銀行の社長をつとめ，タックシン政権時代の財務大臣私的顧問団を率い
たオラーン・チャイプラワットと，2017年４月に，東京で会食したときの話である。「タイ
ランド4.0の発想はどこから来たのか？」という筆者の質問に対し，彼は「フィリップ・コ
トラーの教科書だよ」と答えた。「タイランド4.0」の内容をコトラーたちの国際マーケティ
ング論と結び付けて理解しているタイ人は，少なくないと思われる。
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政権ではない。軍事クーデタを実施した国家平和秩序維持団（NCPO）が
最高意思決定機関であり，その議長であるプラユット元陸軍司令官が首相
を兼ねて行政を統括する。そして，NCPOの指示によって設置された国家
改革会議（NRC）に対して，2014年11月に，タイ社会に適した政治体制
（民主主義）をはじめ，公正な選挙制度，経済的平等な社会，効率的な法制
度の構築など，合計６つの国家目標について検討する権限を付与した22）。
このNRCは政党政治の時代であれば，政党の政策委員会に該当する。
国家改革会議は，その後2015年10月に，国家改革推進会議（NRSA）に
改組され，そのもとに設置された小委員会で，37の分野に及ぶ国家改革の
内容とその道程を検討することになった。そして，2017年３月14日の閣議
で，国家改革の方針と実施手続きを取り決める「国家改革計画並びに手続
き法案」と，20年間の長期にわたる「国家戦略策定法案」を承認し，国家
立法議会（NCL）で可決したあと，同年７月26日に法律として制定してい
る23）。
さて，「タイランド4.0」は，広くは国家改革行動計画の中に含まれ，そ
の運営は国家戦略策定法によって法的に保障されている。『官報』に掲載さ
れた「国家戦略策定法」をみると24），同法は国家開発のビジョン，長期の
国家開発の目標，各方面での戦略の３つを策定することを目的とし（第６
条），国家戦略委員会が，閣議での審議に先立って，長期戦略の内容と方針
を決定する権限を有する。また，この方針は国家改革行動計画案の方針と
抵触してはならない（第10条）。
きわめて特異なのは，国家戦略委員会を構成するメンバーである。開発
５カ年計画を担当する国家経済社会開発委員会（NESDC）の場合には，首
22）『週刊タイ経済（電子版）』2014年11月17日号。
23）『週刊タイ経済（電子版）』2017年３月15日号。「国家改革計画並びに手続き法」（Phrarachabanyat 
Phaen lae Khanton Kan Damnoen Kan Pathirup Prathet）の全文は，Racha-kijanubeksa『官
報』，第134巻第79号Ko. 2017年7月31日，13-23頁。
24） 「国家戦略策定法」（Phrarachabanyat Kan Jat-tham Yutthasat Chat），Racha-kijanubeksa『官
報』，第134巻第79号Ko. 2017年7月31日，1-12頁。
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相を委員長とするが，それ以外の主なメンバーは閣僚，経済官僚，有識者
たちであった。これに対して，国家戦略委員会は，委員長が首相，副委員
長３名が下院議長，上院議長，首相が指名する副首相で構成する。しかも，
主な委員は，国防次官，国軍最高司令官，陸海空軍の三軍の司令官，国防
会議事務局長，国家警察庁長官，NESDB長官，国家農民会議議長，タイ商
業会議所会頭，タイ工業連盟会長，タイ銀行協会会長，タイ観光産業連盟
会長からなる。このほかに17名を超えない範囲で有識者を任命し，事務局
は内閣官房長官（事務局長）と国防会議事務局長（事務局次長）が担当す
る（第12条）。
まさしく総動員体制であり，内閣の上に，軍・警察や財界の代表で構成
する委員会が存在するという特異な組織形態をとっている。そして，総選
挙で選ばれた民選の首相か，NCPOが任命する首相かの違いを問わず，20
年間の長期にわたる国家戦略（タイランド4.0）は，今後の政権の行動を拘
束することになる。
かつてタックシン首相は，自分と自身が党首をつとめる政党（タイラッ
クタイ党）が決めた国家戦略が，NESDBなどの経済官僚が策定する開発計
画に優先すると主張した（末廣2009, 152-154）。しかし，この主張を制度
化するところまでは行かなかった。プラユット首相は，政党を軍に置き換
え，国家戦略を通じて，自分やNCPOが長期にわたって政権に影響力を行
使できる法律を制定した。その意味で，「タイランド4.0」は，従来の政権
が提唱した国家ビジョンや経済戦略とは，根本的に異なる地位を占めてい
るのである。
世界銀行の「３つの進路」と第12次開発５か年計画
次に，図表５に示した「３つの罠」と「３つの成長路線」について述べ
ておきたい。「中所得国の罠」に対してはイノベーション主導の成長，「経
済的不平等の罠」に対しては包摂的な成長，「成長と環境の間の不均衡の
罠」に対してはグリーン成長（環境にやさしい成長）をそれぞれ対応させ
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
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るという考え方は，工業省の「タイ・インダストリー4.0」によると，国家
改革会議の資料に拠るとなっている（Ministry of Industry 2016, 5）25）。た
だし，この考えの源流は，じつはNESDBが「第11次開発５カ年計画」に向
けて準備していた構想であった。
実際，アーコム長官は講演資料「New Generation of Thai Industry」の中
で，タイ国の長期的視野にたった新成長モデルとして，①従来の経済成長
の維持と一人当たり国民所得の引き上げを目指す「成長と競争力」路線，
②貧困人口の削減と経済不平等の緩和を目指す「包摂的成長」路線，③二
酸化炭素排出量の削減と自然資源・水の管理を重視する「グリーン成長（環
境にやさしい成長）の推進」路線の３つを掲げ，これらを実現するための
制度・組織の改善，つまり，公共部門の人材の強化と法律・規制の近代化
を４番目の柱として掲げた（Arkhom 2013, 34）。同様に，「タイランド4.0」
の原案作成者と見られているスウィットの講演資料の中にも，「タイランド
3.0」が直面する限界として，３つの罠の紹介がなされていた（Suvit 2016, 
12）。したがって，３つの罠と３つの成長路線は，「タイランド4.0」が初め
て提示した考え方ではない。
むしろ，３つの成長路線との関係で言えば，2016年末に世界銀行グルー
プが発表した報告書『タイをもとの軌道に戻す―成長をよみがえらせ，
すべての人々に向けての繁栄を確保する』の議論を重視すべきであろう
（World Bank Group 2016）。この報告書は，世界銀行が実施している体系的
国別処方箋（The Systematic Country Diagnostic）のうち，タイに焦点を
25） 「図表1-4　国家の成長エンジン（Konkai khap-khruan khwam mankhang）」と題して，三つ
の歯車がかみ合う絵が描かれており，それぞれの歯車には，①Productive Growth Engine，
②Inclusive Growth Engine，③ Green Growth Engineと英語で書かれている。そして，達成
すべき目標にはタイ語で，所得の向上，成長の果実の分配，環境との調和の３つが併記され
ていた。
26） この報告書は，Lars Sondergaard をプログラム・リーダーとし，農業，貧困と包摂的成長
など17のチームから構成された。また，タイ政府のカウンターパートナーは，首相府予算局，
財務省財政経済事務所，NESDB，中央銀行，公的債務管理事務所，国家統計局のメンバー
で構成するチーム（委員長はブンチャイ・チャラットセーンソムブーン）が担当した。委員
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あてたものであった26）。世界銀行がタイ政府に対して提言した「３つの進
路」とは，次のようなものである。
第一の進路は「より多くの，そしてより条件のよい仕事の創造」を目指
す。具体的には，①インフラへの本格的な投資，②自由貿易協定と規制緩
和を通じた競争の促進，③外国技術の受け入れとイノベーションを通じた
企業レベルでの競争力の強化の３つを柱とする。
第二の進路は「下から40％の所得人口に対する政策支援の増加」を目指
す。具体的には，①教育全般と労働者のスキル改善，②農業セクターの生
産性の増進，③貧困者向けセイフティネットの拡充を中心とする社会保護
システムの構築の３つが主な政策である。
第三の進路は「環境にやさしく，持続可能な成長の実現（green growth, 
sustainable growth）」を目指す。具体的には，①タイの天然資源と環境の
管理，②自然災害や気候変動に対する対応能力の構築，③エネルギーの効
率的利用と代替エネルギーの開発の３つを柱とする。
以上の内容から容易に推測できるように，第二の進路は「包摂的成長」
と，第三の進路は「グリーン成長」と重なっていた。また，第一の進路も
イノベーションを重視する点では，「イノベーション主導の成長」と共通点
を持つ。このことは，「タイランド4.0」を立案したソムキットたちのグル
ープが，社会発展や環境保全の分野はNESDBや世界銀行グループに任せ
て，自分たちは経済戦略に力点を置いたと考えることも可能であろう。
実際，NESDBの『長期開発戦略（2017～2036年）』や，第12次開発５カ
年計画（2017～2022年）の内容を読むと，彼らの目標が，「タイランド4.0」
よりはるかに経済・社会・環境の相互のバランスに向けられていたことが
判明する（NESDB 2016; do. 2017）。
例えば，第12次開発５カ年計画は，「中所得国から高所得国への移行を実
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
長のブンチャイは，2010年から３年間，財政経済事務所のマクロ経済担当責任者をつとめ，
2013年からは世界銀行東南アジア地区の執行役員に就任している（World Bank Group 2016, 
10-11）。
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現する」ことを目標としていたものの，あくまで，安定的で持続可能な社
会との幸福な共存を不可欠の前提としていた。そして，実現すべき「高所
得国」の構成要素は，①公正な所得分配の実現，②ASEAN域内の輸送と物
流のハブ機能の強化，③貿易とサービスによる国づくり，④有機農業と安
全な農作物の拠点，⑤創造的産業の奨励，⑥環境にやさしいイノベーショ
ンの６つがそれであった（Porametee 2017; NESDB 2017）。未来食品やバ
イオテクノロジーを活用した農業の発展を目指す「タイランド4.0」とは，
目標も立場も大きく異なっていることに注意していただきたい27）。
一方，プラユット政権の国家戦略の目的は，総合的な社会開発にではな
く，「中所得国の罠」からの脱却を図る高成長戦略に置かれていた28）。その
ことを具体的に示すのが，「タイランド4.0」の実行シナリオである東部経
済回廊（EEC）開発構想であった。
第３章　東部経済回廊（EEC）開発構想
東部経済回廊（EEC）開発構想の登場　
東部経済回廊（Eastern Economic Corridor: EEC）の開発は，何よりも
まず「東部臨海開発計画」の対象地域に対する，35年ぶりのリハビリテー
ション構想から始まった。東部臨海開発計画は，1973年にタイ湾で発見さ
れた天然ガス田を有効に活用することを目的とし，1981年４月の閣議で承
認されている。この計画は世界銀行とタイ政府の間の対立，タイ政府内部
での推進派と批判派の間の対立など紆余曲折があったものの，基本的には，
27） この点にも，タックシン首相の考え方との類似性が見られる。タックシン首相は，国王が
「足るを知る経済」の中で推奨した「環境にやさしい複合農業」に対比させる形で，「もうか
る農業」の奨励やバイオテクノロジーを活用したエネルギー開発を主張したからである（末
廣2009, 138-139）。
28） 大泉（2017b）も「タイランド4.0」の最大の目的と特徴を，「高成長路線への転換」とみな
している
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公害発生型の重化学工業を中心とするラヨーン県マープタプット工業地区
と，輸出指向型の軽工業を中心とするチョンブリー県レームチャバン工業
地区の２つを軸に展開された一大開発計画であった。もっとも，レームチ
ャバンは当初の予定と違って，サイアムセメント・グループや，三菱自動
車の組立を行なうMMCシティポン・グループが進出したために，こちらも
軽工業ではなく，自動車関連，電機機器，機械産業が中心となる29）。
東部臨海開発計画には，日本の海外経済協力基金（OECF，のち国際協
力銀行JBIC）が，技術面と資金面で全面的に協力し，タイにおける日本の
経済援助の中では，最も成功した事例と言われたほどである30）。実際，日
本政府は同計画の道路や港の整備など計16のインフラ整備事業に，切れ目
なく円借款を供与した。その金額は，1982年から1993年までの12年間に，
日本がタイに提供した円借款の総額8431億円のうち，21％に相当する1788
億円にも達した（有賀・江島2000, 45）。
東部臨海工業地帯の経済発展，とりわけ自動車産業を軸とする産業発展
は，①政府主導の東部臨海開発計画に沿った港や道路などのインフラの整
備，②政府（タイ工業団地公団）と民間による工業団地の造成（2016年現
在，計26か所）と国内外の企業の積極的な誘致，③バンコク首都圏を超え
る大規模な経済圏（工業，商業，住宅）の東に向けての拡大とメガ・リー
ジョンの形成の３つが，相互に連携しながら進んだ結果であった31）。その
ため，2015年時点における東部タイ３県（チャチュンサオ県，チョンブリ
ー県，ラヨーン県）の一人当たり平均GDP（１万6741バーツ）は，全国平
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
29） 東部臨海開発計画の概要については，荻野（1989），タイの産業政策との関連では東（2000）
を，それぞれ参照。
30） 東部臨海開発計画と日本の経済援助の関係やその事後評価については，有賀・江島（2000）
を参照。当時のタイ政府内部の事業推進派と事業批判派の対立を含めた最新の検証作業は，
下村（2017）を参照。下村恭民は東部臨海開発計画が，実施と棚上げの間で揺れ動いてい
た1985年から３年間，バンコクにおける海外経済協力基金（OECF）の首席駐在官をつとめ
た。
31） 東部タイへの産業集積地の移動とメガ・リージョンの形成については，大泉（2016；
2017a），末廣（2017）を参照。
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均（5937バーツ）の2.8倍にも達しただけでなく，タイの中で突出した地域
と言われたバンコク首都圏の１人当たりGDP（１万4990バーツ）すら上回
るほどであった（大泉2017c, 105）32）。
しかし，2011年には，東部臨海工業地帯も開発計画開始の年から数えて
30年近くがたち，マープタプットの深港もレームチャバンの国際港も老朽
化が目立つようになる。さらに，2007年憲法の第67条「環境の質，天然資
源及び健康面で，コミュニティに重大な影響を及ぼす恐れのあるプロジェ
クトまたは事業は，これを実施することができない」という規程を武器に，
地域住民が起こした集団公害訴訟の結果，2009年９月には中央行政裁判所
が，マープタプット工業地区の76のプロジェクトについて一時差し止めの
命令を下した（最終的には64事業が差し止めとなる）。その結果，公害発生
を伴う鉄鋼業や石油化学産業などの工場新設はきわめて困難となった33）。
仮に自動車産業や電機電子産業の工場を建設する場合でも，一段と厳しい
環境影響アセスメントの作業が義務づけられた。こうして東部臨海工業地
帯の見直し作業は，老朽化したインフラの再構築だけではなく，新世代産
業の開発やデジタル経済を取り込んだ新都市計画の実現（スマート・シテ
ィの建設）が要請されることになった。
以上の動きに加えて，プラユット政権が推進したのは，国境に近い場所
での特別経済区の建設である。CLMVとのコネクティビティの強化を目指
した特別経済区の奨励政策には，カンボジアと国境を接するチャチュンサ
オ県も対象地区に入っていた。また，スワンナプーム国際空港やレームチ
ャバンの港が手狭になったことで，それまで放置されていたウータパオ空
港（もと米軍基地）やサッタヒープ海軍基地港の再活用の考えも浮上して
いた。
32）「2010年人口センサス」を使ったバンコク首都圏と東部タイ，並びにバンコクとラヨーン県
の人口構成と経済活動の比較については，末廣（2017, 159-163）を参照。
33） 2009年の地域住民による公害行政訴訟と76のプロジェクトの事業差し止めについては，当
間（2010）を参照。
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さまざまな思惑が絡みあって登場した東部タイ再開発の構想であった
が，プラユット政権が早くからこの地域を国家戦略の中心に据えたのは，
次の３つの理由による。
第一に，「タイランド4.0」の柱であるデジタル経済と次世代ターゲット
産業，この２つのモデル地区として東部タイ３県（チャチュンサオ県，チ
ョンブリー県，ラヨーン県）を選定した点である34）。したがって，東部経
済回廊（EEC）開発は「タイランド4.0」を具体化するための事業の代名詞
になった。
第二に，ASEAN経済共同体（AEC）のコネクティビティ構築にあたっ
て，東部タイが「AECのハブ」に位置づけられた点である。とくに，ミャ
ンマーからタイ（バンコク＝ラヨーン県），カンボジア，ベトナムと，大陸
部東南アジアを横断する新しい経済回廊のハブに位置づけられた。この点
は，それまでアジア開発銀行が主導してきた「南部経済回廊」とは，ルー
トも目的も異なる計画であった点が重要である35）。
第三に，中国やインドとの経済交流が深まるなかで，東部タイが，東の
カンボジア・ベトナム（さらに日本・米国），西のミャンマー・インド（中
東・欧州），南のASEAN諸国，北の中国とつながる，文字通り「アジアの
入り口（the Gateway of Asia）」の戦略的地位を付与された点である
（Ministry of Industry 2017, 5）。この東西南北を視野におさめた構想は，後
述するように，中国が2013年から提唱する「一帯一路イニシアティブ」戦
略との親和性が高く，それとの連携が現在は進みつつある。
以上の結果，2016年から2017年にかけて，EEC開発を側面からサポート
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
34） 政府は３県における既存のインフラの蓄積，とくにモーターウェイ，港設備，多数の工業団
地の存在とその利用価値を重視した。なお，2016年６月には，アッチャガー工業大臣が，
次世代ターゲット産業の誘致のために，東部３県を「東部経済回廊（EEC）」に指定する法
案を近く提出すると語った。なお，EEC構想はソムキット副首相の発案による（『週刊タイ
経済（電子版）』2016年６月13日号）。
35） 「南部経済回廊」については，浦田・牛山編著（2017）を，「南部経済回廊」とタイの関係
については，大泉（2017a）を，それぞれ参照。
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する法律が相次いで制定された。①従来の８年間ではなく，EECに参加す
る場合，最高15年間の法人税免除の恩典を供与する「2017年改正投資奨励
法」の制定，②「2017年特定産業競争力強化法」の制定，③外国人の土地
取得制限などを緩和した「新工業団地法」改正，④６県を対象とする「特
別経済開発区法」，そして，これら４つの法律と密接に関わる，⑤「東部経
済回廊設置法」（閣議承認は2016年10月４日）の制定がそれであった（ウ
ィーラパット2017, 11；Kanit 2017, 7）。これらは，東部タイで事業を開始
する民間企業に，従来の法律の上限を超える税制上の恩典や土地保有の権
利を与える特別措置であった36）。
そして，2017年１月17日の閣議で，EEC開発計画に関わる組織の設置に
関する布告を承認した。EECを統括する組織は，①EEC政策運営委員会（委
員長は首相），②その下にEEC管理委員会（委員長は工業大臣），③EEC政
策運営事務局の３層構造からなり，③の事務局の下には，事務管理部門，
戦略・計画部門，投資案件管理部門，地域開発部門，広報部門の計５つが，
部署として存在した（大泉2017c, 103）。また，EEC政策運営事務局が置か
れたのは，国鉄マッガサン駅の近くにあるタイ工業団地公団（IEAT）のビ
ル内である。このビルは，NESDBがかつて「東部臨海開発計画事業本部」
を置いていた記念的な場所でもあった37）。
東部経済回廊（EEC）開発の投資プロジェクト　
プラユット政権は，暫定憲法の非常大権も援用しながら，EEC開発構想
の実現を意図している。2016年現在，タイ政府が構想しているEECでの事
業は，４分野15の投資事業であった。EEC開発構想における４分野におけ
36） タイ政府は過去，２回にわたって経済の自由化措置を実施している（末廣 1999）。ひとつは，
1990年代前半の経済ブーム期に実施した「産業投資の自由化」措置であり，もうひとつが，
1997年アジア通貨危機のあと，IMFや世界銀行の指導のもとで実施された金融自由化措置で
ある。これと並行して，投資委員会による税制上の優遇措置も抑制する方向に向かった。今
回の措置は，この方針を大きく転換するものであり，プラユット政権の意気込みを示してい
る。EECへの税制上の優遇措置は，大泉（2017c, 109）を参照。
37） バンコク，EEC政策運営事務局長のカニットからの筆者の聞き取り調査（2017年８月22日）。
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る「投資プロジェクト」は，以下のとおりである（地図と図表７を参照）。
第一分野はインフラ整備で，７つの事業から成る。３の「レームチャバ
ン港開発フェーズ３」，４の「マープタプット港開発フェーズ３」は，どち
らも老朽化し，手狭になった２つの港湾施設の再整備を目的としたもので，
以前から計画されていた事業である。第一分野で新しいのは，これまであ
まり注目されてこなかったウータパオ空港とサッタヒープ海軍港の再開発
事業であった。ウータパオ空港はベトナム戦争時代に，米軍の基地として
重要な地位を占めていたが，1975年の米軍撤退以後は，放置されていた。
近年，国内の６か所と中国ほか海外の５か所向けのフライトが，格安航空
会社によって開拓された38）。今回のEECでは，既存のドーンムアン空港，
スワンナプーム国際空港と並んで，第３の国際空港としての役割を期待さ
れている。同時に，アジア地域に就航する航空機のメンテナンス基地とし
図表７　東部経済回廊（EEC）の15投資プロジェクト（2017年初め現在）
分野 番号 投資プロジェクト 億ドル 100万バーツ
インフラ整備
1 ウータパオ空港，航空機メンテナンス 57 200,000
2 サッタヒープ海軍港の再開発 … …
3 レームチャバン港開発フェーズ３ 25 88,000
4 マープタプット港開発フェーズ３ 3 10,150
5 高速鉄道（東線） 45 158,000
6 鉄道複線化事業 18 64,300
7 モーターウェイ（高速道路）の建設 10 35,300
次世代産業
（工業団地造成）
8 次世代自動車（EV/AV）
140 500,000
9 航空機，ロボット，スマート電子
10 石油化学，バイオテクノロジー
11 医療ハブとなる産業
観光業 12 観光業 57 200,000
新しい街づくり
（３つの県で）
13 グローバル・ビジネス・ハブ
115 400,00014 包摂的な新都市計画
15 公益施設の開発
合計 470 1,655,750
（注）原資料の合計金額は430億ドル，１兆5000億バーツであるが，表の合計値に訂正した。
（出所）Kanit (2017, 6), Ministry of Industry (2017, 11) より筆者作成。
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
38） 国内は東北部のウドンターニー（２便），ウボンラーチャーターニー，北部のチエンマイ，
南部のハジャイ，プーゲット，コ・サムイの６か所，国際線は中国の南寧，南昌，マカオ，
クアラルンプル，シンガポールの５か所である（2017年８月20日現在）。
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ての役割も付与されている。
５の「高速鉄道（東線）」は，もともと東部臨海開発計画時代に企画さ
れ，実現しなかった「幻の計画」であった。バンコクとレームチャバン，
パッタヤー，ラヨーンを結ぶ高速鉄道を実現することで，物流の高速化と
効率化を図る。また，鉄道複線化事業とモーターウェイ（現在は，バンコ
ク＝ラヨーン間を結ぶ高速道路）の拡充は，東部タイの輸送インフラと物
流の改善を図ることを目的とする。合計投資金額は5560億バーツで，全体
○1 ドーンムアン空港へ　　　　　○14 物流ハブ　　　　　　　　　○24 チャチュンサオ県
○2 バンコク　　　　　　　　　　○15 新チャチュンサオシティ　　○25 チョンブリー県
○3 スワンナプーム国際空港　　　○16 食品加工　　　　　　　　　○26 ラヨーン県
○4 東部線・高速鉄道，複線化　　○17 農業技術　　　　　　　　　○27 EECイノベーション
○5 デジタルパーク　　　　　　　○18 次世代自動車
○6 レームチャバン港　　　　　　○19 スマートエレクトロニクス
○7 観光業　　　　　　　　　　　○20 ロボット
○8 新パッタヤーシティ　　　　　　○21 バイオエコノミー
○9 サッタヒープ港　　　　　　　○22 食品加工
○10 航空機産業　　　　　　　　　○23 農業技術
○11 ウータパオ空港
○12 マープタプット港
○13 新ラヨーンシティ
（出所）ウィーラパット（2017, 6）より筆者作成。
東部経済回廊（EEC）開発と主な投資事業
○1
○2
○3
○4
○6
○7
○8
○9
○10
○11
○12
○13
○21
○20
○19
○5
○17
○16
○15
○14
○24
○25
○27
○18
○22
○23
○26
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の１兆6558億バーツの３分の１を占めた。
第二の分野は次世代ターゲット産業で，４つの事業（７つの業種）から
なる。予定投資金額は5000億バーツである。次世代自動車（電気自動車な
ど）は自動車企業が集中する既存の工業団地，石油化学はマープタプット
工業地区，航空機のメンテナンスはウータパオ空港の周辺地区での開発を
想定している。また，スマートエレクトロニクスや医療ハブとなる産業の
拠点は，チョンブリー県シーラーチャー地区が候補となっている。
第三の分野は観光業である。東部タイは，ベトナム戦争の時代からパッ
タヤーが米国の軍人や外国人の観光都市として発展を遂げてきた。その設
備とノウハウをフルに活かした観光業を発展させる。
第四はまったく新規の実験分野で，「新しい街づくり」（New City 
Planning）と呼ばれる事業である。シーラーチャー地区を中心に，デジタ
ル経済を軸に，環境にやさしく再生エネルギーなどを使ったスマート・シ
ティの建設が基本となっている。
以上４つの分野，15の投資事業の合計金額はじつに470億ドル，１兆6558
億バーツに達した。この金額は，2017年度のタイの予算額（案）である２
兆7000億バーツの61％，予算案の中の「経済分野の投資総額」5438億バー
ツの３倍にあたるほどの巨額の数字であった（Samnak Ngop Praman 2017, 
54 and 63）。この金額を見る限り，「中所得国の罠」を克服するために，東
部経済回廊（EEC）開発を梃子にして，大規模な投資事業を構想している
ことが判明する。
それでは，この野心的な投資事業は，順調に推進できるのかどうか。こ
の点について，筆者は少なくとも５つの問題点があることを指摘しておき
たい。
東部経済回廊（EEC）開発をめぐる五つの問題点
第一は，１兆6558億バーツという巨額の投資資金をどのように調達する
のかという問題である。
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
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プラユット政権の方針は，「官民パートナーシップ法」（Public Private 
Partnership Act）に基づいて，政府と民間が必要資金を提供するという考
え方である。タイの公的債務は，法律によって名目GDPの60％以内と上限
が制限されている39）。したがって，プラユット政権はまず，PPP法を盾に
タイ民間企業に相応の資金協力を求めるものと思われる40）。　
そのうえで，タイ企業の資金だけでは足らないので，必要資金の半分以
上を公的対外借入に求めざるを得ない。その際，政府が期待している金融
機関は，アジア開発銀行，日本の国際協力機構（JICA），中国工商銀行の
ほか，2015年６月に発足したばかりのアジアインフラ投資銀行（AIIB）で
あった。後述する中国の「一帯一路イニシアティブ」戦略との連携を考え
た場合，AIIB（資本金1000億ドル，融資枠は2500億ドル）の存在は大きい。
第二は，15の投資事業，とりわけ「次世代ターゲット産業10業種」をだ
れが担うのかという，「担い手」の問題である。
端的に言えば，タイ企業が担当できる分野は（図表６），第一次S字カー
ブ産業に所属する，③医療・健康ツーリズム，④農業とバイオテクノロジ
ー，⑤未来食品の３つであり，残りの７業種はほぼ外国企業，それも多国
籍企業の投資戦略に強く依存していた。実際，タイ政府はロボット産業や
医療ハブとなる産業については日本企業の協力を，航空機のメンテナンス
については米国企業の協力を，デジタル経済については中国のアリババ集
団など中国企業の協力を，それぞれ期待していた。
中国が2006年に策定した『国家長期科学技術発展規画2006～2020年』は
「自主創新」を基本ビジョンとし，海外技術への依存を減らすことを科学技
39） 2016年７月末現在の公的債務残高は５兆9200億バーツで，名目GDPの43％であった。仮に
2017年度に6000億バーツの新規借入を行っても，名目GDPの45.5％に留まり，法律の上限
60％を下回っていた（『週刊タイ経済（電子版）』2016年８月25日号）。
40） 2017年11月24日にバンコクで開催された，タイと中国の新聞社による国際シンポジウムで
の報告によると，505億ドルの予定投資資金の源泉は次のとおりであった。公的借り入れが
329億ドル（65％），官民パートナーシップ（PPP）が132億ドル（26％），政府予算が30.7億
ドル（６％），TFFが12.8億ドル（2.5％）であった（Nation and China Daily 2017, 17）。
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術発展計画の中心に据えていた41）。対照的に「タイランド4.0」は，だれが
見ても「他力本願」である。そのことは，ソムキット副首相を団長とする
経済使節団の，日本や中国での熱心な投資誘致にも示されている。「次世代
産業をだれが担うのか？」という重要な問題は，第４章で詳しく論じたい。
第三は，EEC開発構想を推進するにあたって，プラユット首相が依拠し
ている「非常大権」（暫定憲法第44条に基づく超法規的権限）がもたらす将
来の問題である。
タイは，地域住民社会と密接に関わる経済開発計画については，少なく
とも公聴会（public hearing）の開催や環境影響アセスメントの実施を重視
する方針を採ってきた。とくに，1997年アジア通貨危機直後のチュアン民
主党政権時代は，その傾向が顕著であった（末廣2009, 97-99）。その後，
タックシン政権や，タックシン元首相の妹のインラック政権の時代には，
公聴会の役割は低下したものの，その存在がなくなったわけではない。
ところが，今回のEEC開発では，非常大権や特別法に依拠して強引に事
業計画を進めているケースが少なくない。確かに事業計画の迅速化のため
には，このやり方は有効である。とはいえ，将来政治情勢が安定したあと，
改めて公聴会や環境影響アセスメントを要求する地域住民の声が噴出する
可能性は高い。2009年の東部臨海開発地帯における集団的な公害行政訴訟
はその最たる事例であろう。　
第四は，東部タイに集中的に資金と人材を投入する政府の方針に対する，
他の地域からの不満と政治的反発の問題である。
現在のところ，東部タイ重視の政策についてはとくに強い反発は出てい
ない。というより，タックシン元首相を支持する政治勢力が存在する北部
や東北部の住民は，反発しようにもその手段も機会も奪われていた。また，
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
41） この長期発展計画では，2020年までに名目GDPに対するR&D支出の比率を2.5％まで引き上
げると同時に，技術開発にかかるコストのうち外国（もしくは外国企業）に支払うコストを
30％未満に抑制することを，国家目標して掲げた。Science Portal China （https://www.spc.
jst/go.jp/policy/science_policy/chapt3/3.01/3_1_1/3_1_1_1.html.）。2017年７月28日アクセス。
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日本人商工会議所の代表たちは，アユタヤー県の工業団地（日本の電機・
電子企業が集中する）とラヨーン県の工業団地を結びつけるために，東部
高速鉄道の始発駅をアユタヤーにまで延伸するよう陳情を行った42）。しか
し，2017年７月に，プラユット政権は，EEC開発を東部タイ３県に限定す
る法律の存在を理由に，この陳情を却下した。いずれにせよ，「なぜ東部タ
イだけを優遇するのか」という不満は，公正平等を重視するタイの人々か
らはいずれ出るであろう。
第五は，タイの人々，とくにエンジニアや中間管理職層が，首都圏から
離れた地方に出向するのかどうかという問題である。
すでに述べたように，東部タイ３県はバンコクを上回る一人当たりGDP
を誇る。しかし，これはあくまで地域別の付加価値総額を当該地域の人口
で除した数字であり，教育環境（とくにレベルの高い塾や高校，大学の存
在）や生活環境（ショッピングモールや交通機関）を見ると，バンコク首
都圏とチャチュンサオ県やラヨーン県の間には，歴然とした格差が存在し
た。したがって，仮にウータパオ空港の周辺に工場を建設しようとしても，
優秀なタイ人エンジニア（とその家族）を確保することは難しい。デジタ
ル経済の構想が進展し，高等教育機関が東部タイにも進出すれば，タイ人
のマインドも変わるかもしれない。しかし，当面，人材面での確保が難し
い点は無視できないだろう43）。
42）バンコク日本人商工会議所（JCC）によるタイ政府（ウッタマ工業大臣宛て）へのEEC開発
構想に関する要望書は，JCC事務局（2017）に収録されている。
43） 1980年代半ば，東部臨海開発計画の建設が始まった頃，ラヨーン県マープタプット工業地
区に仮に港ができたとしても，当時の世界銀行や事業に批判的なグループは，政府が出資す
る国家肥料公社（NFC）以外は，だれも工場を建設しないであろうという悲観論を述べた
（下村2017, 61）。しかし，その後のラヨーン県の目覚しい発展をみると，こうした悲観論は
現実によって否定される事例もあることに留意する必要がある。
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第４章　タイ大企業の戦略と東部経済回廊（EEC）開発
ファミリービジネスの競争的優位　
「タイランド4.0」，とりわけ東部経済回廊（EEC）開発構想が成功するか
どうかは，タイ企業の対応能力にかかっている。そこで以下では，タイ証
券取引所（SET）のデータを使って，この点について検証してみよう。
図表８は，月刊の経営雑誌『金融と銀行』（Kan Ngoen Thanakhan）が毎
年12月号で特集する，その年の９月時点での保有株式時価総額の個人別・
家族別ランキング（個人別は上位500名，家族別は上位200家族）に基づい
て作成したものである。
図表８　投資家によるファミリービジネスの評価：所有主家族別の保有株式時
価総額（2016年9月現在，100万バーツ）
ランキ
ング
所有主家族名 グループ名 業種 事業の内容
株式時
価総額
1 Prasartthong-Osoth * Bangkok Dusit Medical サービス業 病院経営，格安航空会社 107,918
2 Chirathiwat Central Group サービス業 近代小売，百貨店，ホテル 58,142
3 Kanchanapas Bangkok Land/BTS サービス業 不動産，首都BTS運営 42,210
4 Vijitraphongphant * Pruksa Real Estate サービス業 住宅産業 35,401
5 Thongdaeng * Bangkok Dusit Medical サービス業 病院経営 31,612
6 Assavabhokhin Land & Houses サービス業 不動産，住宅産業 30,986
7 Osathanugrah Osothsapha サービス業 消費財の製造販売 29,093
8 Thirakomen * MK. Restaurant サービス業 たいすきのチェーンレス
トラン
26,272
9 Afunai * Energy Absolute サービス業 再生可能エネルギー 24,574
10 Harnpanich Land & Houses サービス業 不動産，住宅産業 20,561
11 Sophonpanich Bangkok Bank 金融業 商業銀行，生命保険業 20,212
12 Bhodharamik Jasmine Group サービス業 情報通信 19,886
13 Suriyawanakul * Global Group サービス業 住宅用建材の販売 18,546
14 Maleenont BEC World サービス業 芸能，テレビ番組制作 17,548
15 Chansiri Thai Union Frozen アグロ アグロ，ツナ缶詰製造 16,983
16 Kaewbudda * Srisawad Power 1979 サービス業 発電 16,381
17 Ongkhosit * KCE Electronics 製造業 電子部品製造 16,083
18 Bijleveld * Asia Aviation サービス業 格安航空会社 15,265
19 Thanomburacharoen * Carabao Group 製造業 機能飲料の製造販売 14,715
20 Phet-amphai * Muang Thai Leasing 金融業 リース業 14,661
（注）所有主家族に* を付与した家族は，1997年アジア通貨危機以後，台頭してきた新興グループ。
（出所）Kan Ngoen Thanakhan, No.416, December 2016, pp. 236-240。所有主家族のグループ名と事業内
容は筆者の調査。
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この図表の重要かつ特徴的な点は，タイの大企業を所有支配するファミ
リービジネスを評価する際に，その実際の経済パフォーマンス（売上高や
利益）ではなく，国内と国外の投資家が，タイのどの家族とどの業種に期
待しているのか，あるいはどの業種が今後伸びていくと見ているのかを，
株式時価総額という指標を通じて示している点である。
もっとも，ここで２つほど注記が必要である。第一に，図表８はあくま
で上場企業がベースになっている。したがって，ごく最近まで所有支配す
る企業の株式を一切公開してこなかった「シンハビール」のピロムパクデ
ィ家などは，図表のトップ20には含まれていない44）。第二に，タイを代表
する華人系のファミリービジネスであるCPグループのチアラワノン家と，
TCCグループのシリワッタナパクディ家も，リストには含まれていない。
というのも，チアラワノン家やシリワッタナパクディ家は，個人ではなく
家族投資会社や事業会社を通じて傘下企業を支配しているからである。そ
こで，家族投資会社などが保有する株式の時価総額を計算すると，１位と
２位はこの両家が占めていた45）。
さて，以上の点を念頭に置いた上で図表８をみると，ランキング上位20
家族のうち15家族がサービス業に所属することが判明した。製造業は２家
族（電子部品のOEM生産を行う16番のゲーウブッタ家と機能飲料の製造販
売を行う19番のタノムブーラジャルーン家），アグロも１家族（世界最大の
ツナ缶詰の製造・輸出を行う15番のチャンシリ家）のみであった。
一方，「次世代ターゲット産業10業種」と関係する家族は，タイで最大の
近代病院チェーン（Bangkok Dusit Medical Service Group: BDMS）を展開
する，１番のプラサートトーング＝オーソット家と５番のトーンデーン家，
再生可能エネルギーの開発に従事している９番のアフナイ家の３つのみで
44） ピロムパクディ家の不動産開発会社（Shingha Estate PCL）が上場したのは2007年であった
が，株式時価総額には当初登場せず，2014年1180位，2015年35位，2016年39位であった。
45） 2016年で計算すると，CPグループ（Charoen Pokphand Group Company Limited）が149,634
百万バーツで1位，TCCグループが129,465百万バーツで２位を占めた。
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ある。残りのグループは，ショッピングモールや住宅産業，外食レストラ
ンや不動産業であった。つまり，投資家が成長を見込んでいるタイ企業（フ
ァミリービジネス）の事業分野と，政府が期待する次世代ターゲット産業
の間には，大きな乖離が存在するのである。
因みに，図表８と同様の集計を過去に遡って実施し，上位20家族を「サ
ービス業：製造業・アグロ：建設業：その他」の４分野に分けてみると，
次のとおりであった。バブル期の1995年（7：8：3：2），アジア通貨危機
の直前である1997年（8：9：2：1），2008年（9：7：2：2），2013年（15：
3：1：1），2016年（15：3：0：2）であった。サービス業の比重が年を追
うごとに高まっていることが分かるだろう。
以上の投資家の期待やタイ大企業の実際の事業活動を念頭において，彼
らが外国人企業や政府系企業に比べて競争優位を発揮している事業分野と
業種，そして主な企業グループ（ファミリービジネス）を一覧にしたもの
が図表９である。
図表９　タイのファミリービジネス・グループが競争優位を発揮している業種
（2016年現在）
分野 業種 主要なファミリービジネス（企業名）
アグロインダ
ストリー
ビール，ソフトドリンク，機能飲料 TCC (Thai Beverage, Oishi), Boon Rawd Brewery (Singha)
コメ，サイロ，倉庫業 CP (CP Intertrade), Capital Rice, Asian Golden Rice
砂糖製造＋エタノール Mitr-Phol, Thai Roon Ruang, Kwang Soon Lee
天然ゴム CP (CP Foods),  Thai Hua Rubber, Sri Trang Agriculture
ブロイラーチキン CP (CP Foods), Betagro
ツナ缶詰 Thai Union Frozen Products (TUF) 
建設請負，
不動産，
住宅産業
建設請負 Italian-Thai Development, Ch. Karnchang
不動産業 L&H, CP (CP Land), TCC (Univentures, TCC Land)
住宅産業 Pruksa Real Estate, Supalai, Quality House
工業団地 Saha Group, Amata Corp., Hemaraj
ショッピング
センター，
外食産業，
サービス業
コンビニエンスストア CP (CP All: 7-Eleven), Central (Familymart), Saha Group
スーパーマーケット，C&C CP (Siam Makro), Central (CPN), Siam Future
百貨店 Central (Central, Robinson),  The Mall
レストラン（チェーン展開） Central (CRC), MK Restaurant, Saha Group
外食産業 Mahakijsiri (Nesle coffee), Minor Group (Piza Hut)
ホテルサービス Central (CENTEL),  CP (CP Land), Dusit Thani
病院経営，ヘルスケア産業 BDMS (Bangkok Dusit Medical Service), Thonburi Hospital
芸能産業
映画館 Major Cineplex
テレビ番組制作 BEC World, Grammy, Kantana
（出所）末廣昭「タイ企業データベース，1979－2016年」より作成。
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しかし，もしそうだとすると，タイ企業が競争優位を発揮できる分野は，
「タイランド4.0」が参照するドイツの「インダストリー4.0」の世界から
は，随分と離れたところにあると言えよう。むしろ，食品にしろ，住宅産
業にしろ，サービス産業にしろ，マーケティングを重視している点に着目
すれば，コトラーたちの「マーケティング4.0」の議論のほうが，タイ大企
業の戦略にとっては受入れやすいのかもしれない。
タイ大企業の４つの事業拡大戦略
タイ大企業（以下，ファミリービジネスが中心）は，1997年アジア通貨
危機を転機にして，主な所有主家族も，主たるビジネス基盤も大きく変わ
った。そして，彼らの事業拡大戦略にも大きな変化が見られた46）。ただし，
本論文の第１章で述べたように，タイはその後，「要素投入型成長路線」の
限界，もしくは長期の経済的な停滞に直面する。「中所得国の罠」を克服す
るかどうかはともかく，2006年から続く経済の長期的低迷は，タイ大企業
にとっても深刻な問題であったはずである。
それでは，タイ大企業，もしくはファミリービジネスはどのように対応
していったのか。通常，製造業に基盤を置くグループが，国内における実
質賃金の上昇や，労働力不足に直面した場合，２つの道を考えることがで
きる。ひとつは，既存の製造業で労働生産性を向上させる試みである。も
うひとつは，事業基盤を労働集約的な製造業から「より付加価値の高い」
分野へと移す試みである。しかし，タイの大企業はこのどちらの方法もと
らなかった。彼らがとった主な事業拡大，もしくは事業維持の方法は，次
の４つの特徴に整理することができる47）。
第一の特徴は，タイを代表するファミリービジネスの製造業からの離脱
46） タイにおけるファミリービジネスの，1997年アジア通貨危機以前の発展の論理とその後の
戦略の比較と詳しい分析については，末廣（2006）を参照。
47） 事業拡大戦略の特徴については，末廣（2014, 110-119）。より詳しい分析はSuehiro (2017a) 
で行った。
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である。例えば，従来の製造業グループは，1980年代後半から1990年代前
半までの経済ブームと産業の自由化のなかで，外国企業と合弁形態をとり
ながら，一挙に事業を拡大していった。自動車組立，鉄鋼，電機・電子な
どを事業基盤とするグループがそれである（末廣2006，第５章）。ところ
が，通貨危機によって事態は一変する。バーツの減価で急速に膨れ上がっ
たドル建て債務を処理するために，彼らは保有株式を，合弁相手の外国企
業か，競争企業へと次々と売却していった48）。その結果，2000年代以降に
なると，自動車組立，鉄鋼，電子などの分野からタイ企業はほぼ姿を消し
た。石油精製と石油化学の分野でも，タイ石油公団を前身とするPTTと外
国企業の２つを除くと，民間のタイ企業は撤退を余儀なくされた。
したがって，アジア通貨危機以後のタイ大企業の事業戦略の第一の特徴
は，自動車のようなコアの製造業ではなく，アグロと非製造業分野に事業
の中心がシフトとした点にある。前出の図表９は，タイ大企業における事
業の「選択と集中」の結果を示すものにほかならなかった。
第二の特徴は，2000年代以降に再度進行するバンコク首都圏の地価の上
昇のもとで49），保有する土地を担保とした銀行借入や，土地・建物を証券
化した「不動産ファンド」による資金調達が容易になったことである50）。
そして，このようにして調達した巨額の資金を利用して，タイ大企業は国
内や国外で大規模な統合・買収（M&A）を実施していった。2013年以降，
対内直接投資（外国直接投資の受け入れ）を，対外直接投資（タイ企業の
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
48） 例えば，日産自動車と提携して「Siam Motors Group」を率いたポーンプラパー家，三菱自
動車と提携して「MMC-Sittipol Group」を率いたリーイッサーラヌグン家がそうであった。
タイ最初の国産自動車の製造を目指したサイアムセメント・グループも，1997年アジア通
貨危機後は，自動車事業から完全に撤退した。
49）バンコク首都圏の地価は，1986年を100とすると，1996年には3320と33倍にも上昇した。そ
の後，通貨危機の影響で2000年には2590まで下がるが，2001年から再び上昇し，2013年に
は4450に達した（Sopon 2014）。
50） 2013年，タイ証券市場の新規上場は23社であった。そのうち通常の事業会社は13社にとど
まり，残り10社のうち7社が不動産ファンド（property fund），３社がインフラストラクチ
ャー・ファンドであった（Suehiro 2017a, 59）。
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海外投資）がときに上回る理由のひとつは，このM&Aの増加にあった。
第三の特徴は，タイ大企業の海外進出が，M&A（買収先は欧米企業を含
む）だけでなく，生産拠点や販売拠点の確保という面でも進んでいる点で
ある。ただし，この場合，進出している先はASEAN諸国，とりわけ国境を
接するCLM（カンボジア，ラオス，ミャンマー）とベトナムの４カ国であ
った51）。いわゆるCLMVを中心に「タイ・プラス・ワン」の投資戦略が，
日本企業だけでなく，タイ企業の間でも活発化しているのである52）。こう
したCLMVを中心としたタイ大企業や日本企業の事業展開は，東部経済回
廊（EEC）構想を後押しする動きでもあった。
第四の特徴が―そしてこれが最も重要であるが―タイ企業と中国企
業との戦略的提携（strategic alliance）の進展である（図表10を参照）。第
一に指摘した特徴は，アジア通貨危機前の経済ブーム期に事業多角化を進
めたタイ大企業が，競争優位の分野を改めて確認し，「選択と集中」の戦略
を採用していることを指摘した。この動きとは対照的に，中国企業との戦
略的提携は，タイ企業に新しい事業分野への進出を可能にする方法であっ
た。典型的な事例は，従来，欧米企業と日本企業の独擅場であった自動車
産業とタイヤ産業に見ることができる。
自動車の組立は，アジア通貨危機以前は，政府の自動車国産化政策の影
響もあって，大半が外国企業とタイ企業の合弁形態をとっていた。それが，
通貨危機を転機に，外国企業の100％出資へと変わる。自動車産業の自由化
政策（部品を含む）は，すでに1990年代から始まっていたが，通貨危機後
51） ASEAN諸国全域において海外事業を展開しているタイ大企業は，石油・天然ガスなどの資
源確保を狙っているPTTグループと，セメント・建設資材の生産・販売拠点を構築してい
るサイアムセメント・グループ（SCG）の２つである。なお，タイ証券取引所の報告による
と，上場企業の2016年の合計海外投資金額は1850億バーツ。投資実績のある198社（全上場
事業企業数の39％，株式時価総額の71％をカバーする）のうち155社が，ASEAN諸国に投
資を行っていた（『週刊タイ経済（電子版）』2017年６月１日号）。
52） タイに進出した日本企業の「タイ・プラス・ワン」戦略については，石田正美ほか編著
（2017），伊藤博敏（2017），大泉（2017a）を，タイ企業のCLMV諸国に対する投資につい
ては，Saowaruj and Somkiat（2017）を，それぞれ参照。
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のIMF・世界銀行の勧告のもと，いっそうの経済自由化が進んだからであ
る。欧米や日本の企業には，もはやタイ企業と組むインセンティブもメリ
ットもなかった。
そうした中で，急増したのが，タイへの進出を希望する中国企業との合
弁事業や技術協力である。例えば，中国で二番目に大きい上海汽車工業（集
団）総公司（Shanghai Automotive Industry Corporation: SAIC）とCPグル
ープの合弁による商用車の生産53）や，北汽福田汽車とプラナコン・オート
モティーブ社の合弁による１トン・ピックアップ車の生産などがそれであ
った。
もうひとつの事例は，もともと米国のグッドイヤー社，日本のブリヂス
トン社，フランスのミシュラン社（サイアムセメント社と合弁）の3社が寡
占的に支配していたタイヤ産業である。タイヤ産業の場合には，天然ゴム
の輸出で第2位の実績を誇るタイ・フアラバー・グループ（総帥はラックチ
ャイ・キティポン，林立盛）と，中国青島のタイヤ製造会社である青島麒
麟輪胎有限公司（Sentury Tire Co.,Ltd.）が合弁で，汎用タイヤの製造を
開始した54）。
世界市場をみても，汎用タイヤ（買い換え用のタイヤ）の製造について
言えば，中国企業のシェアが急速に高まっていた。そのため，上記３社の
競争的優位は，欧米・日本の自動車組立メーカーが指定する新車用タイヤ
か，航空機や軍用といった特殊目的のタイヤへと，次第に狭まりつつあっ
た。実際，2016年にグッドイヤー社がパトゥムターニー県に，ブリヂスト
ン社がラヨーン県に，それぞれ新工場の建設計画を発表したが，新工場の
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
53） 中国とタイの合弁事業会社は，SAIC Motor CP Company で，2014年８月に，「MG６」のブ
ランド名で，商用車の生産を年産2000台の規模で開始した。合弁事業の背景は『日本経済
新聞』2012年12月４日号を参照。
54） 『週刊タイ経済（電子版）』2015年８月17日号。タイ・フアラバー社社長のラックチャイは
タイ天然ゴム輸出協会の会長などを歴任したが，合弁事業のあと，彼の企業は中国企業に買
収された。
114
図
表
10
　
タ
イ
企
業
と
中
国
企
業
の
戦
略
的
提
携
　
20
08
-2
01
7年
業
種
年
月
形
態
事
業
場
所
タ
イ
側
中
国
側
（
1）
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
海
底
資
源
開
発
20
08
年
２
月
業
務
提
携
ミ
ャ
ン
マ
ー
P
T
T
グ
ル
ー
プ
中
国
海
洋
石
油
C
N
O
O
C
原
子
力
発
電
20
09
年
11
月
技
術
協
力
タ
イ
E
G
A
T
(タ
イ
発
電
公
団
）
広
東
原
子
力
グ
ル
ー
プ
バ
イ
オ
マ
ス
20
10
年
５
月
合
弁
発
表
中
国
ミ
ッ
ト
ポ
ン
・
シ
ュ
ガ
ー
扶
南
製
糖
所
原
子
力
発
電
20
17
年
１
月
業
務
提
携
タ
イ
B
 G
ri
m
m
 P
ow
er
中
国
能
源
建
設
（
2）
自
動
車
・
自
動
車
関
連
小
型
車
20
09
年
１
月
合
弁
発
表
タ
イ
C
P
グ
ル
ー
プ
奇
瑞
汽
車
自
動
車
20
12
年
12
月
合
弁
発
表
タ
イ
C
P
グ
ル
ー
プ
上
海
汽
車
集
団
（
S
A
IC
）
高
速
鉄
道
20
14
年
12
月
合
意
文
書
タ
イ
プ
ラ
ユ
ッ
ト
首
相
，
運
輸
大
臣
李
克
強
首
相
，
商
務
大
臣
自
動
車
タ
イ
ヤ
20
15
年
８
月
生
産
開
始
タ
イ
T
ha
i H
ua
 R
ub
be
r
青
島
S
en
tu
ry
 T
ir
e
電
気
自
動
車
20
15
年
12
月
合
弁
発
表
タ
イ
L
ox
le
y 
G
ro
up
比
亜
迪
汽
車
 （
B
Y
D
 A
ut
o 
In
du
st
ry
）
電
気
自
動
車
20
16
年
８
月
合
弁
企
業
タ
イ
T
ha
i E
le
ct
ri
c 
V
eh
ic
le
北
汽
福
田
汽
車
（
B
ei
qi
 F
ot
on
）
1ト
ン
積
み
ピ
ッ
ク
ア
ッ
プ
車
20
16
年
10
月
受
託
生
産
タ
イ
P
ra
na
kh
on
 A
ut
om
ob
ile
 (
B
an
gc
ha
n 
G
en
er
al
)
北
汽
福
田
汽
車
（
B
ei
qi
 F
ot
on
）
自
動
車
タ
イ
ヤ
20
16
年
11
月
資
本
提
携
タ
イ
N
D
 R
ub
be
r 
山
東
銀
宝
輪
胎
集
団
（
3）
情
報
通
信
情
報
通
信
20
13
年
12
月
事
業
計
画
タ
イ
バ
イ
ド
ゥ
百
度
情
報
通
信
20
14
年
６
月
資
本
提
携
中
国
タ
イ
C
P
グ
ル
ー
プ
, 
T
ru
e 
C
or
p.
中
国
移
動
通
信
情
報
通
信
20
16
年
６
月
技
術
協
力
タ
イ
国
家
科
学
技
術
開
発
事
業
団
（
N
S
T
D
A
）
フ
ア
ウ
ェ
イ
華
為
技
術
情
報
通
信
20
16
年
７
月
業
務
提
携
タ
イ
C
A
T
テ
レ
コ
ム
（
政
府
系
）
中
国
通
信
（
C
hi
na
 T
el
ec
om
)
ネ
ッ
ト
通
販
20
16
年
11
月
資
本
提
携
タ
イ
C
P
グ
ル
ー
プ
ア
リ
バ
バ
集
団
（
4）
不
動
産
開
発
，
工
業
団
地
工
業
団
地
20
11
年
３
月
合
弁
発
表
タ
イ
ア
マ
タ
・
コ
ー
ポ
レ
ー
シ
ョ
ン
ホ
ー
リ
ー
・
グ
ル
ー
プ
不
動
産
開
発
20
14
年
４
月
合
弁
発
表
タ
イ
C
P
グ
ル
ー
プ
グ
リ
ー
ン
ラ
ン
ド
（
上
海
）
不
動
産
開
発
20
15
年
１
月
業
務
提
携
中
国
C
P
グ
ル
ー
プ
C
IT
IC
 中
信
集
団
ダ
ウ
ェ
ー
港
開
発
20
16
年
３
月
業
務
提
携
ミ
ャ
ン
マ
ー
It
al
ia
n-
T
ha
i D
ev
el
op
m
en
t
中
国
鉄
路
工
程
集
団
（
5）
金
融
・
保
険
商
業
銀
行
20
10
年
１
月
業
務
提
携
中
国
タ
イ
ガ
シ
ゴ
ン
銀
行
中
国
民
生
銀
行
商
業
銀
行
20
11
年
３
月
業
務
提
携
中
国
タ
イ
バ
ン
コ
ク
銀
行
中
国
工
商
銀
行
生
命
保
険
20
12
年
12
月
株
式
買
収
中
国
C
P
グ
ル
ー
プ
平
安
保
険
（
出
所
）
各
種
新
聞
記
事
よ
り
筆
者
作
成
。
115
製品は奇しくも航空機用の特殊タイヤだったのである55）。
図表10から判明するより興味深い事実は，情報通信産業，スマートフォ
ン，ネット通販など，いわゆる情報経済やデジタル経済の分野で，タイ企
業と中国企業の間の戦略的提携が進展している事実である。中国移動通信
（CPグループのTrue Corporation），華為技術＝フアウェイ（タイ国家科学
技術開発事業団NSTDAと協力覚書；タイ最大手の情報通信企業のAIS社と
第4世代移動通信の技術提携），百度＝バイドゥ（スマートフォン事業），ア
リババ集団（CPグループとネット通販事業）などの事例がそうであった56）。
とくに，CPグループの合弁事業が突出しており，提携の相手先は自動車，
百貨店，不動産，生命保険，情報通信，ネット通信販売と，多岐に及んで
いた。
第２章でみたように，「タイランド4.0」の柱のひとつはデジタル経済の
構築であり，その実験場がEECであった。仮にタイ企業の側に「タイラン
ド4.0」を担うだけの能力がなくても，中国企業と提携すれば対応が可能と
なる。事実，中国政府と中国企業は，「タイランド4.0」やEEC開発構想に
強い関心を示していた。そこで最後に，中国の対外経済戦略，とくに「一
帯一路イニシアティブ」とタイのEEC開発の関係について見ておきたい。
中国の「一帯一路イニシアティブ」戦略とタイのEEC開発
2017年９月，中国の厦門（アモイ）市でBRICS首脳会議が開催された。
この会議に，BRICSのメンバーでないタイのプラユット首相が特別枠で招
聘され，習近平国家主席と会談を行った。この首脳会合で，タイと中国は
「一帯一路イニシアティブ」を共同で進めるという覚書を交わし，同時に，
向こう５年間，中国＝タイ戦略的合作（China-Thailand Strategic Cooperation）
を推進することを確認した（Ministry of Foreign Affairs 2017）57）。
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
55）『週刊タイ経済（電子版）』2016年８月31日号；『同上紙』2016年12月23日号。
56） 『週刊タイ経済（電子版）』2016年７月４日号；『同上紙』2017年１月17日号。
57） 『週刊タイ経済（電子版）』2017年９月５日号も参照。
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「一帯一路イニシアティブ」とEECの間の協力関係の構築は，タイ中国首
脳会合からちょうど１年前の2016年９月が転機となっている。というの
も，プラユット首相の中国訪問に同行したソムキット副首相が，国務院の
張高麗副首相，王勇国務委員と会談し，中国はタイの国家改革（「タイラン
ド4.0」とEECを指す）に対して投資等で支援する，他方，タイは中国の
「一帯一路イニシアティブ」において積極的な役割を果たす，という互恵的
な戦略的協力に合意したからである58）。両国は現在，まさに蜜月の時代を
迎えている。
中国の「一帯一路イニシアティブ」は，習近平国家主席が2013年９月に，
カザフスタンのナザルバエフ大学で「新シルクロード経済ベルト（陸のシ
ルクロード）」構想を発表し，次いで翌10月に，インドネシアの国会で「21
世紀海上シルクロード経済（海のシルクロード）」構想を公表したことに端
を発する。陸路がOne Belt，海路がOne Roadを指す。その後，2015年３月
には，国家発展改革委員会，商務部，外交部が連名で『新シルクロード経
済ベルトと海上シルクロードの共同建設を推進する展望と行動』と題する
報告書を発表し，同構想を中国の対外戦略の根幹に据えた59）。
同構想は陸路をとっても，海路をとっても，中東，アフリカ，欧州へと
つながる壮大な構想である。また，その立案の理由としては，近隣諸国と
の関係強化，中央アジアが保有する鉱物資源の確保，鉄鋼産業の余剰生産
能力の緩和（インフラ建設を通じて），インド洋と南シナ海への進出ルート
の獲得など，さまざまな要因が指摘されている。筆者は「一帯一路イニシ
アティブ」の最大の目的は，中国政府（中央と地方）にしろ，中国企業に
しろ，自分にとって都合のよい環境なり制度・組織（institutions）を構築
する試み，いわゆる「中国化」（Sinicization）の試みの一環である，と理解
58） 詳しい経緯については，樋泉（2017）を参照。
59） 中国の対外経済戦略と「一帯一路イニシアティブ」については，伊藤亜聖（2015），佐野淳
也（2016; 2017），Aoyama（2016），Suehiro（2017b）を参照。
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している60）。
実際，2004年から広西チワン族自治区の南寧市で毎年開催されている中
国ASEAN博覧会（CAEXPO）は，2015年から３年間連続で，「21世紀海上
シルクロード経済」との連携を，中国とASEANの共通課題に掲げた。ま
た，中国企業が多数進出し，中国政府が金融支援を行っている「経済合作
団地」（タイ，インドネシア，ベトナム）も，いつの間にか「一帯一路イニ
シアティブ」の戦略の一部に組み込まれている（伊藤亜聖2015）。
その意味で，「一帯一路イニシアティブ」は，明確なシナリオがない大風
呂敷の戦略であり，中国の近年における攻勢的で拡大主義的な対外経済政
策を無原則にサポートする国家戦略であったとも言える（三浦2017）。問
題は，中国政府がこの戦略を，シルクロード基金やアジアインフラ投資銀
行（AIIB）の融資活動に結びつけている点である。その結果，中国とシル
クロードがカバーする国々の間には，特別の利害関係が生まれた61）。
つまり，近隣諸国の立場からすれば，「一帯一路イニシアティブ」に協力
すれば，絶対的に不足している投資資金を，AIIBなどから優先的に借りる
ことができるというメリットを有する。タイの場合がまさにそうであっ
た62）。１兆6558億バーツに達するEECの巨額の投資資金をどう調達するか
は，タイ政府にとって頭の痛い問題である。タイ政府が当面期待している
のは，前述のように「官民パートナーシップ法」（Public-Private Partnership 
Act）に基づいて，民間企業が応分の投資資金を負担するという筋書きで
「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
60）中国の東南アジアへの進出（南進する中国）の実態と「中国化」の概念については，末廣
ほか（2014），Suehiro（2017b）を参照。
61） 2017年５月14日に，中国政府は北京に100カ国の代表を招聘して，「シルクロード経済圏構
想」に関する初の国際会議を開催した。その開幕式で習近平国家主席は，①シルクロード基
金に1000億元（１兆6400億円）の積み増し，②中国国家開発銀行，中国輸出入銀行を通じて，
沿線のインフラ整備などに計3800億元の特別融資，③向こう３年間に，「一帯一路イニシア
ティブ」に参加する発展途上国に600億元の経済援助，④「一帯一路イニシアティブ」の沿
線国家に対する国際機関の援助に，10億ドル（1130億円）の協調融資などを約束した（『朝
日新聞』朝刊，2017年５月15日号）。
62） タイは2016年１月26日の閣議で，AIIBへの21億1000万バーツの出資を承認している（『週刊
タイ経済（電子版）』2016年２月１日号）。
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あろう。しかし，この筋書きは余りに楽観的であり，仮に民間企業がEEC
開発事業に消極的な場合には，AIIBの役割が直ちに浮上することになる。
やや極論すれば，中国はEEC開発プロジェクトにとって頼りになる，そし
て場合によっては「最後の貸し手」であった。
タイ・中国の首脳レベルの会合が示唆するように，EECと「一帯一路イ
ニシアティブ」は密接な関係を築きつつある。例えば，2017年５月には，
EEC政策運営委員会，タイ銀行協会，中国工商銀行の３者の間で，EEC開
発事業への金融支援に関する合意覚書を交わしている63）。次いで，翌６月
には，タイ政府はアリババ集団総帥の馬雲（Jack Ma）から，チョンブリー
県シーラーチャー内における「電子取引団地（EC Park）」開発への全面協
力の約束を取り付けた64）。
また，バンコクとラヨーン県を結ぶ東部高速鉄道の建設計画の場合，プ
ラユット政権は自国の民間企業，具体的にはCPグループの協力を期待して
いた。一方，この東部高速鉄道には，中国の国有投資企業であるCITIC（中
信集団）が強い関心を示している65）。興味深いのは，CITICの子会社であ
るCITIC Constructionから，CPグループの中国での拠点企業であるCPG 
Overseas Company Limitedに派遣された役員の肩書が，「一帯一路事業線
首席執行官」だったことである66）。このエピソードは，北京政府＝CITIC
＝一帯一路戦略と，タイ政府＝CPグループ＝EEC開発構想とが，すでに結
びついていることを示唆していた。
中国政府の関心はEECに留まらない。EECのレームチャバン港，サッタ
ヒープ港，マープタプット港の再開発への資金協力を足掛かりに，さらに
はカンボジアのシハヌークビル港，ベトナムのブンタオ港へと，「海の拠
63） 『週刊タイ経済（電子版）』2017年５月29日号。
64）『週刊タイ経済（電子版）』2017年７月５日号。
65） CITICに対しては，2015年１月に，CPグループと伊藤忠商事が折半で設立したチアタイ・
ブライト・インベストメント社が803億香港ドルを出資し，同社の株式の20％を保有してい
る（『週刊タイ経済（電子版）』2015年１月26日号）。
66） 関係者からの筆者の聞き取り調査（東京，2017年６月）。
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点」を拡大する目論みもあるからである67）。ちょうど，インド洋進出の戦
略拠点として，中国がスリランカを選んだように，中国は南シナ海進出の
戦略拠点として，いまやタイを選んだと言っても過言ではない。習近平国
家主席のプラユット首相に対する特別の待遇は，そのことを示唆している。
一方，タイと中国の急速な接近に対して，もちろん日本も拱手傍観して
いたわけではなかった。もともとタイ政府は，中国だけでなく日本に対し
ても，EEC開発構想の有力な協力パートナーとして，猛烈なアタックをか
けていた。例えば，2017年６月には，ソムキット副首相とウッタマ工業大
臣が率いる大使節団が日本を訪問し，日本貿易振興機構（ジェトロ）と協
力しながら，「タイランド4.0」やEECの説明会を開催した。また，ロボッ
トや医療機器に関連する関西の企業や業界団体を，精力的に訪問している。
そして，同じ６月には，ウッタマ工業大臣と世耕弘成経済産業大臣の間で，
「東部経済回廊及び産業高度化に向けた協力に関する覚書」も交わしてい
る68）。
次いで，2017年９月になると，今度は世耕経済産業大臣を団長として，
560社の企業の代表を加えた総勢600名を超える大経済使節団がタイを訪
問した。表向きの目的は「日タイ修好130周年記念式典」への参加であった
が，タイ工業省，商業省，EEC政策運営委員会，日本の経済産業省，ジェ
トロバンコクの共催で実施したEECに関するシンポジウムには，1300名の
参加者があったと報告されている69）。日本大使館やジェトロは，2017年現
在，タイ政府に対してEECへの全面的協力という熱いエールを送っている。
このことは，EECへの経済協力をめぐって，日本と中国の間で主導権争い
が激化していることの証しでもあった。
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67） プノンペンのジェトロ事務所での聞き取り調査（2017年８月）。
68） 経 済 産 業 省 の サ イ ト（http://www.meti.go.jp/press/2017/06/20170607001/ 20170607001.
html）。『週刊タイ経済（電子版）』2017年６月９日号も参照。
69）『週刊タイ経済（電子版）』2017年９月12日号。
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おわりに　タイは「高所得国入り」を目指すべきか？
本稿を終えるにあたって，改めて「タイランド4.0」の目的に戻ってみた
い。そもそも，「タイランド4.0」は，イノベーション主導の成長，包摂的
な成長，環境にやさしい成長の３つを課題としていた。ところが，20年間
に「中所得国の罠」を脱却し，「高所得国の仲間入り」が国家目標に設定さ
れたため，第一の「イノベーション主導の成長」のみが強調された。
しかし，1990年PPPで測った一人当たりGDPの値で，高所得国の基準で
ある２万ドルと，上位中所得国である１万5000ドルの間に，どれほどの違
いがあるのだろうか。とくに，タイの人々の生活感覚にとって，どれだけ
の違いがあるのだろうか。逆に，２万ドル以上の生活水準を達成しようと
すると，経済的不平等がいま以上に拡大し，環境問題がいま以上に悪化す
る可能性は高い。そうした犠牲を払ってまで「高所得国の仲間入り」を果
たす必要があるのか。それが筆者の根本的な疑問である。
「高所得国の仲間入り」を優先させて，社会発展を犠牲にすれば，それこ
そ問題であろう。むしろ，「上位中所得国」に留まることも選択肢のひとつ
に加えるべきである。それは「中所得国の罠」ではなく，「中所得国に留ま
ることのメリット」である。アーコム前長官をはじめNESDBが長期戦略で
主張している「均衡のとれた社会」の実現と，「高所得国の仲間入り」が対
立した場合には，前者を優先させる方針があってもよいだろう。
筆者は『タイ―中進国の模索』（岩波新書，2009年）の中で，中進国
化したタイの今後の選択肢は，タックシン元首相が主張した「タイ王国現
代化計画」（The Kingdom of Thailand Modernization Framework: KTMF），
もしくは「現代化への道」と，プーミポン国王が提唱する「足るを知る経
済」，もしくは「社会的公正の道」の折衷案にならざるを得ないと主張した
（末廣2009，225-228）。タイの人々は政治体制であれ経済政策であれ，革新
的な考えや極端な構想がでてくると抵抗を示し，仏教で言うところの「中
道」を選ぶ傾向が強い。今回もそうした方向に向かう可能性は残っている。
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2005年に，タックシン首相は総額１兆8000 億バーツに達する「タイ王国
現代化計画」を公表し，外国人資本家に協力を求めた。しかし，外国人投
資家の反応は冷ややかだった。そして，2006年９月の軍事クーデタによっ
て，タックシン首相の野望はついえさる（Suehiro 2014, 339-340）。次に，
タックシン首相の末の妹であるインラック首相も，総額２兆バーツに達す
る輸送インフラ投資プロジェクトを閣議で承認した。しかし，こちらの事
業も，2014年５月にプラユット陸軍司令官（現首相）が断行した軍事クー
デタで棚上げとなった。
こうした過去の事例を見る限り，今回の「タイランド4.0」も，絵に描い
た餅になりかねないリスクを抱えている。実現のカギを握るのは，すでに
述べたように中国と日本の政府並びに個々の企業の協力の度合いであろ
う。この点について筆者はあまり楽観していない。
むしろ，タイの長期国家戦略を，NESDBや世界銀行グループが提唱する
「３つの成長路線」に戻し，成長率は低いものの，持続可能で均衡のとれた
社会を目指すほうが妥当だと考える。その際，タイ政府がイノベーション
を推進するための制度・組織の整備を重視し，ローカルの大企業やファミ
リービジネスがいま以上に，イノベーションやR&Dに関心を持つことが重
要な前提である（Intergumnart 2017）。ただし，その場合でも，タイ企業
の対応能力に見合った，モデレイトな国家戦略を策定することが必要不可
欠であろう。
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129「中所得国の罠」の克服―「タイランド 4.0」とタイ大企業の対応能力
Getting Out of the Middle-Income Trap: 
Thailand 4.0 and the Capabilities of Big Thai Firms
Akira SUEHIRO
《Abstract》
In 2016, the Prayut Chan-o-cha administration announced the national 
20-year strategy of “Thailand 4.0” (2017-2036), which had been established 
in order to overcome economic stagnation or to escape the so-called 
middle-income trap. Thailand 4.0 is designed to promote innovation-driven 
growth. It aims to build a new system based on both the digital economy 
and next generation industries like robotics. Through these reforms, the 
government expects Thailand to become a high income country by 2036. 
The Eastern Economic Corridor or EEC is an ambitious plan to realize 
Thailand 4.0 targets, which consist of fifteen investment projects 
amounting to 47 billion US dollars. This paper introduces the background 
and content of Thailand 4.0 and the EEC projects, and points out the 
problems facing these projects. In particular, the author examines the 
capacity of big local, mostly family-owned, firms, to respond to the EEC, 
with reference to their competitive advantage. At the same time, he also 
focusses on the collaboration between Thailand 4.0 and China’s One Belt 
One Road Initiative. Finally, he discusses the limitations of Thailand 4.0 
from the standpoint of more comprehensive social development.
